
年 月 ～ 年 月 ○

○

備考欄（留意事項）

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

 

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている4

電話
石崎　真緒

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）5616

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

住民基本台帳費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

市民部　総合窓口課担当部課

作成者氏名

335

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

国民年金費

国民年金費

対　　　象
（誰のために）

厚生年金（共済組合）加入者を除く20歳から60歳未満の市民、国民年金被保険者など

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

国民年金事務

10 平成

○

○

○

○

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

昭和 35

施　 策 国民年金制度の周知・加入の促進
2

28 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

―

引き続き制度等への周知を図るための広報活動を実施する。

担当課職員のだれもが、窓口での基本的な対応や事務処理が行
えるよう随時職員研修が必要である。
毎年、研修を行っている。
平成23年10月から年金記録照会用年金ネットを導入した。

7,905

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

13,129一般財源等合計 4,40410,083 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

―▲ 4,457一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

5,000

届出を正確に受付したあと、日本年金機構に進達し確実な年金の受給につなげる。

日本年金機構の指導等により、届出を正確に受付し、日本年金機構に進達する。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等495 5,224

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 718

人件費

―

543

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

―

―

○

○

○

合計

―

○

○

543 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

9,365

5,679

12,634

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

―

－

－

1.50

7,90513,129

－ －

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

262.00

合計

人

指　標　名　等

4,404

必要人員

10,083

－

2,141.06

申請書受付・相談・送付件
数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 10,083,000

6,132.00

合計

235.00

24年度

5,617.00

13,129,000

－

有
効
性

―

―

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

―

109.17% －

1,795.09

計画値

－

人

千円

1.10

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

年度実績値

1.45

▲ 4,457

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

543

広島年金事務センターへ送付した
申請書の件数（市全体）6,132件

申請等受付件数（市全体）3,223
件
相談件数（市全体）2,909件

目標年度に目標を達成できそうである

○

―

―

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

佐々木　早百合

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

H26

年度

H26 年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－

300.00

2,000.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

1,787.00

23年度 24年度

1,831.00

－

－－

計画値

コ ス ト

計画値

件 実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

－

計画値

実績値

250.00

－ －

－

－

－ －

指
標

相談件数(来訪)
単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

単位

計画値

実績値

指　標　名

179.00 －
相談件数(電話)

単位 計画値 －

件 実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値

申請・相談・届出は、市民等の意思により対応するものであり、目標値を設けるような性質の
事務でない。

－

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

335 市民部 総合窓口課（国民年金事務）



年 月 ～ ○

○

備考欄（留意事項）

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

　高齢者の増加やひとり暮らしの世帯が増加している中、民生
委員・児童委員の役割は大変重要となってきている。住民が安
心して暮らすことができる地域をつくるためには、民生委員・
児童委員及び民生委員児童委員協議会の活動に対する市の支援
は欠かすことができない。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
中谷　文彦

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
(42)5615

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

社会福祉総務管理費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

福祉保健部　社会福祉課担当部課

作成者氏名

263

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

社会福祉総務費

社会福祉総務費

対　　　象
（誰のために）

安芸高田市の民生委員・児童委員　12４名

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

民生委員活動援助事務事業

3

○

○

―

○

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 16

施　 策 地域福祉活動の推進
2

継続

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

―

　民生委員・児童委員活動の円滑化を図るために、毎月の定例
会や各種研修会を開催して、委員の意思統一及び行政からの事
務連絡等を行っている。
　また、平成25年度には一斉改選が行われるが、業務内容に

【担当課としての主たる事務】※②・③はH18年度県からの事務移譲
　　①協議会の定例会議等に行政職員として出席する。
　　②民生委員・児童委員の指揮、監督
　　　（委員活動等に係る指導、苦情等への対応）
　　③活動報償費の支払い
　民児委員・児童委員の業務は法律等に基づくものであり、その役割
が他の団体を利活用することにより効率性があがるかということは考
えられない。
　生活指導員報酬等については、業務が多種多様化している中、減額
は委員の確保に影響するため、増額は考えても減額は考えられない。
また、職員や委員の人件費の削減は、事業のコスト削減にはなるが、
協議会運営に影響して委員活動や福祉サービスの低下につながる。

30,041

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

30,056一般財源等合計 27,64027,640 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

―

0 7,620

30,627一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

26

地域で身近な相談しやすい民生委員を推薦するとともに、地域社会の実情を把握し、極め細やかな相談・支援活動を展開し
地域福祉の向上を図るため協議会活動を支援する。

３年に一度(平成22年度実施)行われる民生委員の一斉改選や、欠員補充時に推薦会（会議）を開催し、委員を推薦してもら
う。
安芸高田市が委嘱している生活指導員（民生委員・児童委員に委嘱）に、報酬（年額90,000円）を支給する。
民生委員・児童委員に対して活動報償費を支給する。（平成18年度県からの移譲事務）
安芸高田市民生委員児童委員協議会に対して補助金を交付する。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等22,436 15

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 22,103

人件費 0

○

30,653

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

―

○

○

○

合計

―

○

―

23,033 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

5,537

0

7,620

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている 　他の組織等との協働も十分している。

―

　また、平成25年度には一斉改選が行われるが、業務内容に
ついて市民への周知が十分でないため業務量が多くなってお
り、委員の確保が難しい状況がある。広報紙を利用するなど、
市民に対して民生委員の業務への理解を得ることにより、活動
しやすい環境を整えていく必要がある。

－

0.90

30,04130,056

22.00

延べ活動日数（厚労省報告例から）

22.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

71.00

158.00

合計

人

指　標　名　等

27,640

必要人員

27,640

98.61%

－
地区民児協定例会参加人数

72.00

市民児協会長会議等開催回
数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

15.00

合計

180.00

24年度

32.00

－

72.00

有
効
性

―

○

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

○

46.88% －

計画値

－

人

千円180.00

72.00

0.65

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

地区協定例会　原則毎月1回

年度実績値

0.90

30,627

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

回

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

30,653

会長会議　原則月1回
その他（総会・理事会・主任児童
　　　　委員会・専門部会等）
延べ出席者数　H23　528人
　　　　　　　H24　495人

目標年度に目標を達成できそうである

―

―

○

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

岡島　勤

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・「協議会」運営の主体は民生委員・児童委員である。少なくとも地区協
の通帳管理については支所担当課ではなく地区協で管理することとした。
また、委員の推薦にあたっては、市の推薦会の前に旧町毎の推薦準備会を
組織し、より地域を知る方の意見を取り入れる体制を作った。
・民生委員・児童委員の活動しやすい環境づくりの必要があり、市民へ委
員の役割について理解を得るために、市広報紙へ活動内容や役割を掲載し
た。

解決できていない課題

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

H23実績 18,229日/123.33名
H24実績 17,079日/122.33名

－

年度－

93.69%

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

全体研修、総会・理事会時の研修
及び新任委員研修（市）

全体研修 107名/124名　86.3%,
総会研修 105名/124名　84.7%
理事会研修 32名/34名 29名/34名　89.7%
目標参加者数 90%,　実績 86,4%

延べ活動日数（厚労省報告例から）
活動報償費 1人58,200円/年
生活指導員報酬 1人90,000円/年
市民児協活動補助金 3,724,000円

目標値
（目標年度）

4.00

18,229.00

23年度 24年度

17,079.00

4.00

－

147.81 139.61

－

計画値

コ ス ト

計画値

回 実績値

単位当たりコスト③

実績値
活動日数

対　前　年　比

日

－

計画値

実績値 113.01 113.68

271.00

316.00

－

－

主任児童委員を除く(24.4.1現在)
　　　13,187世帯/116名

4.00 4.00

指
標

研修回数
単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

日

単位

世帯

民生委員・児童委員一人当
たりの世帯数

計画値

実績値

民生委員・児童委員一人当
たりの活動日数

指　標　名

273.00 －
研修参加者数

単位 計画値 316.00

人 実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 113.01 113.68

高齢者世帯の増加、児童虐待等に対して関係機関との連携を図りながら、常時何らかの活動を
行っている。

－世帯

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

263 福祉保健部 社会福祉課（民生委員活動援助事務事業）



年 月 ～ ○

○

備考欄（留意事項）

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

　社会福祉協議会は、民間の社会福祉活動を推進することを目
的とした営利を目的としない民間組織である。昭和26年
（1951年）に制定された社会福祉事業法（現在の「社会福祉
法」）に基づき設置されている。
　安芸高田市における社会福祉事業その他社会福祉を目的とす
る事業の健全な発達及び社会福祉に関する活動の活性化によ
り、地域福祉の推進を図る活動を行っている。
　たとえば、各種の福祉サービスや相談活動、ボランティアや
市民活動の支援、共同募金運動への協力など、全国的な取り組
みから地域の特性応じた活動まで、さまざまな場面で地域の福
祉増進に取り組んでいる。
　社会福祉協議会の活動は、社会福祉活動の中心であり、市民

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
久城　恭子

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
(42)5615

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

社会福祉総務管理費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

福祉保健部　社会福祉課担当部課

作成者氏名

264

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

社会福祉総務費

社会福祉総務費

対　　　象
（誰のために）

安芸高田市社会福祉協議会と、それを母体としてボランティア活動に参加したい、ボランティアを必要とする市民。

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

社会福祉協議会事業援助事務事業

4

○

○

―

○

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 17

施　 策 地域福祉活動の推進
2

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

　社会福祉協議会においても、補助金削減の中、事務組織の見
直し、人件費の見直し、事業経営の見直し等を行い、効率的な
運営に努めている。

　本事業だけでは、補助金の削減は難しいが、他部署からの社
会福祉協議会に対する事業補助（特に受益者負担等を変更する
ことにより、社会福祉協議会の負担額が少なくなり、行政から
の補助金額が減少する可能性が高いもの）の見直しによって、
減額できる可能性がある。
　また、安芸高田市の福祉関係業者が少ないことや福祉ニーズ
の増加によって、他団体と比較し社会福祉協議会に対する補助
割合は高くなっている。

　社会福祉協議会の活動は、社会福祉活動の中心であり、市民
が住み慣れた地域で安心した生活を送ることができる地域づく
りのために、市の活動支援は欠かすことができない。

61,166

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

61,166一般財源等合計 59,36559,365 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

―

1,270

59,754一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

安芸高田市社会福祉協議会の健全な運営と、事業の円滑遂行を推進するとともに、ボランティアセンター（安芸高田市社会
福祉協議会）に配置された、ボランティアコーディネーターを中心として、地域において多彩な地域福祉活動が実施される
状態とします。
また大規模災害が発生した場合は、災害応援等市町間の連絡、連携の要として活動する。
地域福祉の推進として公共性・公益性の高い事務を行う事務職員に対して、人件費相当額の補助を行う。
安芸高田市（福祉保健部）と安芸高田市社会福祉協議会で定期的に協議会を開催し、各種福祉事業について、統一的な行動が行えるよう
調整する。ボランティア活動に関する相談や活動先の紹介、また、小中高校における福祉教育の支援等、地域の福祉活動の拠点としての
役割を果たす、ボランティアの登録、相談、支援コーディネート、ボランティア養成講座の開催、各種ボランティア活動の実施を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等59,896

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

 直接事業費 58,002

人件費

○

59,754

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

―

○

○

○

合計

○

○

―

58,484 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

1,363 1,270

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

―－

0.15

61,16661,166

3.003.00

19.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

6.00

39.00

人

指　標　名　等

59,365

必要人員

59,365

75.00%

－
ボランティア延べ活動回数

人件費支出対象人数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

20.00

合計

30.00

24年度

21.00

－

8.00

有
効
性

―

―

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

○

95.24% －

計画値

－

人

千円30.00

8.00

0.16

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

延べ活動者数は、
　　H20　4,687人
　　H21　  275人
　　H22　  286人
　　H23　  255人
　　H24　  247人

年度実績値

0.15

59,754

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

人

回

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

59,754

　　　　H22　H23　H24
・職員 　10     8　　9
・嘱託 　 6      6　　7
・臨時 　 5      7　　4
 　計　　21    21　20

目標年度に目標を達成できそうである

○

○

―

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

岡島　勤

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

補助金額の見直しに伴う減額
・平成16年度　86,096千円　　平成22年度　64,481千円
・平成17年度　71,960千円　　平成23年度　57,302千円
・平成18年度　61,800千円　　(H23～派遣職員の給料等は直接支払い)
・平成19年度　60,000千円　　平成24年度　59,217千円
・平成20年度　60,000千円
・平成21年度　66,476千円(新規事業円滑導入のため職員1名派遣)

解決できていない課題

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

市からの補助金額÷社会福祉協議会
の人件費支出額
59,217千円/220,413千円

－

年度－

0.00%

3.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

登録団体　H22　39団体
　　　　　H23　36団体
　　　　　H24　35団体

目標値
（目標年度）

565.00

1.00

23年度 24年度

3.00

0.00

584.00

－

27.17 26.87

27.17

－

計画値

コ ス ト

計画値

人 実績値

単位当たりコスト③

実績値

社会福祉事業調整協議会開
催回数

対　前　年　比

回

－

計画値

実績値 －

－

565.00

指
標

ボランティアセンター登録
者数

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

計画値

実績値
人件費補助

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 －

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

264 福祉保健部 社会福祉課（社会福祉協議会事業援助事務事業）



年 月 ～ ―

―

備考欄（留意事項）

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

　各補助団体における補助金の使途や会計状況を調査し、会計
の適切性を検証する必要がある。
　また、その結果をもとに補助金額の妥当性を再検討する。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
久城　恭子

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
(42)5615

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

社会福祉総務管理費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

福祉保健部　社会福祉課担当部課

作成者氏名

265

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

社会福祉総務費

社会福祉総務費

対　　　象
（誰のために）

安芸高田地区保護司会員並びに遺族会・原爆被害者会員

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

社会福祉団体援助事務事業

4

―

○

―

○

―

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 16

施　 策 地域福祉活動の推進
2

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

―

　各補助団体における補助金の使途や会計状況を調査し、会計
の適切性を検証する必要がある。
　また、その結果をもとに補助金額の妥当性を再検討する。
　ただし、保護司会の運営には保護司自身が地域活動推進費を
寄付金として拠出している状況もあり、一方的な削減は困難か
と思われる。

3,426

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

3,426一般財源等合計 2,2662,266 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

―

1,693

2,768一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

・青少年の非行防止と犯罪防止運動の推進
・原爆被害者間の医療・福祉の向上を図るための諸活動と、原爆死没者へ対する慰霊そして核廃絶を目指す活動を支援
　する。
・戦没者の慰霊と遺族間の相互扶助等、遺族連合会活動を支援することを目的とする。

安芸高田地区保護司会・原爆被害者連絡対策協議会及び遺族連合会に対して補助金を交付する。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等1,733

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

 直接事業費 1,073

人件費

○

2,768

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

×

―

―

―

―

合計

―

○

―

1,075 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

1,193 1,693

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

―－

0.20

3,4263,426

H23活動補助金　600千円

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

1,007.00

34.00

人

指　標　名　等

2,266

必要人員

2,266

97.96%

－

原爆被爆者対策連絡協議会
会員数

安芸高田地区保護司会会員
数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

22.00

合計

40.00

24年度

22.00

－

有
効
性

―

○

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

○

100.00% －

計画値

－

人

千円40.00

1,028.00

0.14

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

H23 吉田･八千代･高宮･向原の4
支部で1028人(活動報告による)
　　  活動補助金　104千円
H24 4支部で1007人
　　  活動補助金　104千円

年度実績値

0.20

2,768

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

人

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

2,768

H23活動補助金　369千円
H24活動補助金　369千円

目標年度に目標を達成できそうである

―

○

―

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

岡島　勤

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

補助金の見直しに伴う減額

解決できていない課題

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

延べ出席者数
　H22　428人　H23　247人
　H24　268人

－

年度－

99.17%

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

延べ出席者数
　H22　396人　H23　428人
　H24　528人

H23活動補助金　600千円
H24活動補助金　600千円

目標値
（目標年度）

89.00

240.00

23年度 24年度

238.00

106.00

－

17.00 14.00

17.00 16.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

日 実績値

単位当たりコスト③

実績値
遺族連合会会員数

対　前　年　比

人

－

計画値

実績値

60.00

51.00

－

－

89.00

指
標

安芸高田地区保護司会
活動日数

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

回

単位

計画値

実績値

遺族連合会
延べ活動回数

指　標　名

39.00 －

原爆被爆者対策連絡協議会
延べ活動日数

単位 計画値

日 実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 －

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

265 福祉保健部 社会福祉課（社会福祉団体援助事務事業）



年 月 ～ ○

○

備考欄（留意事項）

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

【災害見舞金に関しての記述】
　大規模災害に該当すれば、国・県よりの支援金・見舞金の支
給があるが、小規模の災害や火災に対しては市の単独での見舞
金だけである。

【住宅手当に関しての記述】
　当市は、中山間地でほとんどが持ち家であり、当事業に該当
するものの割合が極端に低いと思われる。
　該当者がいても、今の生活に苦慮している状況が多く、住宅
手当の給付のみでは生活が成り立っていかないことや、制度
上、生活保護か住宅手当のどちらか一方を選択する必要があ
り、また、住宅手当の支給には時間がかかるため、生活保護制

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
中谷　文彦

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
(42)5615

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

社会福祉総務管理費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

福祉保健部　社会福祉課担当部課

作成者氏名

266

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

社会福祉総務費

社会福祉総務費

対　　　象
（誰のために）

災害等により被害をうけた市民と行旅困窮者及び行旅病人・行旅死亡人
離職者であって就労能力及び就労意欲のある者のうち、住宅を喪失している者又はおそれのある者。

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

困窮者援助事務事業

3

○

○

○

○

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 16

施　 策 地域福祉活動の推進
2

継続

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

―

【災害見舞金に関しての記述】
　建築物についての専門的知識を有する建設部局で、被災家屋
調査を実施することを検討してみてもよいのではないか。

【災害見舞金に関しての記述】
　家屋の被災状況については、税務課による調査も実施してお
り、基準が異なるとはいえ類似した調査を２課が行っている。
調査は税務課だけが行うのでいいのではないか。

【住宅手当に関しての記述】
　全国的に見ても、制度の要件が厳しいため、認定件数はあま
り多くないようである。
　件数が少なく、職員の制度や知識の習得に係る時間等を考慮
すると、事業効率は決して良いとは言い難く、国において制度
の見直しが必要と思われる。

り、また、住宅手当の支給には時間がかかるため、生活保護制
度に依存しているのが実態である。

1,779

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

1,779一般財源等合計 2,3662,366 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

―

0 1,693

1,829一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

1,259

・災害の被災者の生活の安定に資する。
・行旅困窮者や行旅病人・行旅死亡人に対しては、規定や法律に基づき旅費や医療扶助並びに埋葬又は火葬を行う。
・離職者であって就労能力及び就労意欲のある者のうち、住宅を喪失している者又はおそれのある者で条件を満たせば、
　最長6ヶ月間の住宅手当を給付する。
「災害に係る住家の被害認定基準運用指針」に基づき、全半壊若しくは全半焼家屋については見舞金を、また、災害により死亡された場合は弔
慰金を支給する。また、目的を持ってある目的地まで行旅する者で旅費等に困窮する者や、行旅中、病気になって医療費の支払に困窮している
者（行旅病人）には規定に基づき旅費や医療扶助を行うとともに、安芸高田市内において身元不明のまま発見された行旅死亡人については埋葬
又は火葬を法律に基づいて行う。離職によって、住宅を喪失又はおそれのある者には、市の生保基準により住宅手当を給付する。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等86 0

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 66

人件費 0

○

3,088

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

×

○

○

○

○

○

合計

○

×

○

1,395 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

2,300

0

1,693

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

―

【住宅手当に関しての記述】
　国、県、市において広報しているが、事業の有効性は安芸高
田市では感じられない。

－

0.20

1,7791,779

行政から積極的に働きかけるもので

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

6,000

1,000.001,000.00

6.00

66.00

合計

人

指　標　名　等

2,366

必要人員

2,366

100.00%

－

80,000.00

行旅困窮者支給件数

災害見舞金支給件数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

1.00

6,000

合計

40.00

24年度

2.00

80,000

－

有
効
性

―

×

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

―

50.00% －

計画値

－

人

千円40.00

6.00

0.27

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

行政から積極的に働きかけるもので
はない。（1.000円/回）
取扱件数
　H21　14件
　H22   5件
　H23   6件
　H24   6件

年度実績値

20.00

1,829

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

件

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

3,088

災害見舞金件数
　H21　1件
　H22   3件
　H23   2件
　H24   1件
弔慰見舞金件数
　H24   1件

目標年度に目標を達成できそうである

○

○

―

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

岡島　勤

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－

#DIV/0!

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

H21.10月～新規採択事業
　１人世帯　33,000円
　複数世帯　43,000円

行政から積極的に働きかけるもので
はない。
取扱件数
　H21　0件
　H22   0件
　H23   0件
　H24   0件

目標値
（目標年度）

0.00

0.00

23年度 24年度

0.00

0.00

－－

計画値

コ ス ト

計画値

件 実績値

単位当たりコスト③

実績値

行旅病人・行旅死亡人支給
件数

対　前　年　比

件

－

計画値

実績値 －

－

指
標

住宅手当支給件数
単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

単位

計画値

実績値

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値

困窮者援助事業のため目標設定不能

－

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

266 福祉保健部 社会福祉課（困窮者援助事務事業）



～

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

施　 策 地域福祉活動の推進
2中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

―

×

―

―

―

×

―

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

援護事務事業

社会福祉総務費

社会福祉総務費

対　　　象
（誰のために）

原爆被爆者（被爆者健康手帳等所持者　1,523人（H25年3月末）や戦没者等の遺族等

一般会計

267

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

福祉保健部　社会福祉課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
(42)5615

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

社会福祉総務管理費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
久城　恭子

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

　特別弔慰金・特別給付金に関して言えば、国又は県が直接
行っても差し支えない。裁定等決定は都道府県が行っており市
は請求窓口及び国庫債権交付の窓口となっている。
　被爆者援護事務は県が実施主体及び財源負担しており、市町
は進達・窓口事務のみである。県が直接事務行っても差し支え
ないが、対象者である被爆者の高齢化により、身近な相談窓口
である市町のサービスが求められている。

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

―

―

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

8,008

56

7,620

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

○

1,657

○

合計

○

―

○

―

―

―

○

9,277

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

 直接事業費 12

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

13

県が認定・支給する各種手当等を受給し福祉の向上に役立ててもらう。
戦没者等の遺族に対して諸制度の周知を図り、福祉の増進に努める。

広報や個別通知で制度を周知する。
諸申請・届出の受理・進達を行う。
県が審査・決定後、市が手帳・証書・国庫債券等を申請（請求）者へ交付する。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等87 87

7,620

9,264一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

―一般財源等合計合計 7,9648,020 一般財源等 7,707

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

7,620

　本庁・支所において県からの情報をできるだけ共有し、被爆
者の問い合わせに対して迅速に対応できるよう努めているが、
進達事務のため県からの情報だけでは対応できないものや特異
な例もあり、その都度県に照会しなければならない等、被爆者

　高齢化している被爆者の利便性から支所での窓口対応も必要
となっており、均一化したサービスを提供するため、支所の担
当者も県の担当者会議に出席している。

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

○

―

合計

―

―

9,277

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

件

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

0.90

9,264

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

H23　特別弔慰金    5件
　 　　特別給付金    6件
H24　特別弔慰金　  -件
　　　 特別給付金　 2件
　　　　残り1件は他町で申請済

年度

人

千円180.00

11.00

0.94

単位当たりコスト①

79.74% －

計画値

－

有
効
性

―

―

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

―

合計

180.00

24年度

622.00

－

3.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

496.00

特別弔慰金等請求件数

被爆者援護受理件数

－

実績値

計画値

18.18%

－

229.00

人

指　標　名　等

7,964

必要人員

8,020

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

2.00

3.00 H23　特別弔慰金延べ　12件

7,707

－

0.90

7,620 な例もあり、その都度県に照会しなければならない等、被爆者
にとって不都合が生じる場合もある。

○

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

5.00 －
国庫債券交付件数

単位 計画値

件 実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

計画値

実績値

指
標

原爆手帳・証書等申請件数
単位

単位

7.00

6.00

－

－

計画値

実績値

－件 実績値

単位当たりコスト③

実績値
特別弔慰金等個別通知件数

対　前　年　比

件

計画値

コ ス ト

計画値

－－

195.00

15.00

23年度 24年度

3.00

165.00

20.00%

3.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

H24実績
　手帳　12件 ・ 健康管理　141件
　医療特別手当　12件
　　　　　H23　　H24
弔慰金 　　 2件　　－件
給付金　　  5件　　5件

H23　特別弔慰金延べ　12件
　　　 特別給付金延べ　  3件
H24　特別弔慰金延べ 　－件
　　　 特別給付金延べ　 3件

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

岡島　勤

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

267 福祉保健部 社会福祉課（援護事務事業）



年 月 ～

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 21

施　 策 地域福祉活動の推進
2中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

―

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

社会福祉法人等の指導監査事務事業

4

社会福祉総務費

社会福祉総務費

対　　　象
（誰のために）

○社会福祉法人（第二種社会福祉事業のみを経営する法人）
○児童福祉・厚生施設　等

一般会計

513

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

福祉保健部　社会福祉課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
(42)5615

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

社会福祉総務管理費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
久城　恭子

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

　平成21年4月広島県から権限移譲された事務であり、今後、
監査指導方法等、他自治体との連携を図り情報等の蓄積を行う
必要がある。

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

10,563 10,583

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

×

―

59

○

合計

―

○

―

―

○

○

―

10,642

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

 直接事業費

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

社会福祉法人及び社会福祉施設の指導監査等を実施し、社会福祉事業の適正な運営を確保するとともに、その経営・運営水
準の向上

安芸高田市内の社会福祉法人、児童福祉・厚生施設に対し、指導監査、実地指導を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等20

10,583

10,642一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

○一般財源等合計合計 10,56310,563 一般財源等 10,603

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

10,603

　指導監査実施により社会福祉事業の適正な運営を確保、事業
者の資質向上を図るため有効である。
　児童福祉施設等の施設監査も当課で実施しているが、施設の
認可については、各担当課で実施している。専門性を考慮する

　平成21年4月広島県から権限移譲された事務であり、今後、
監査指導方法等、他自治体との連携を図り情報等の蓄積を行う
必要がある。
　児童福祉施設等の施設監査も当課で実施しているが、通常の
指導は施設の設置認可を行う課で行っている。職員の研修等の
効率性を考慮すると認可を行う部署で指導監査を実施する方が
効率がよいと思われる。
　平成23年度からは、指定障がい福祉サービス事業所、地域
密着型介護サービス事業については、担当課が監査を実施して
いる。

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

―

―

合計

―

―

10,642

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

日

日

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

1.25

10,642

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

実施施設数

年度

人

千円250.00

26.00

1.24

単位当たりコスト①

128.57% －

計画値

－

有
効
性

○

×

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

○

合計

250.00

24年度

14.00

－

25.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

18.00

指導監査等実施延べ日数
26.00

指導監査等実施実日数

－

実績値

計画値

100.00%

－

302.00

人

指　標　名　等

10,563

必要人員

10,563

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

26.00

20.00

73.00 75.00

10,603

14.00

－

1.25

10,603 認可については、各担当課で実施している。専門性を考慮する
と認可を行う部署で指導監査を実施する方が効果的と思われ
る。

○

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

件

単位

％

前年度指摘の改善率(文書
or口頭)

計画値

実績値
指摘件数(文書or口頭)

指
標

指導監査等実施施設数
単位

単位

26.00 25.00

－

－

　　　　　H22　H23　H24
指摘件数　68件　84件　92件
改善件数　51件　59件　71件

計画値

実績値 70.24 77.17

－施設 実績値

単位当たりコスト③

実績値
指導監査等職員延べ人数

対　前　年　比

人

計画値

コ ス ト

計画値

－

98.00 59.00

－

26.00

73.00

23年度 24年度

73.00

66.00

26.00

90.41%

75.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

対象施設32施設
*H23は障害33施設、介護4については
他の部署で実施

目標値
（目標年度）

年度

　　　H22　H23　H24
文書　47件　16件　13件
口頭　83件　82件　46件

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

　指定障がい福祉サービス事業所、地域密着型介護サービス事業に
ついては、職員の研修等の効率性を考慮し平成23年度から認可を行
う部署で指導監査を実施。

解決できていない課題

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

岡島　勤

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

％

指標化できない成果

－ 改善件数　51件　59件　71件実績値 70.24 77.17 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

513 福祉保健部 社会福祉課（社会福祉法人等の指導監査事務事業）



年 月 ～平成 16

施　 策 社会福祉施設の運営
1中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

×

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

福祉センター運営委託事業

3

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

社会福祉施設費

社会福祉施設の運営に要する経費

対　　　象
（誰のために）

　健康の増進、教養の向上、レクリェーションのために施設を利用する地域の高齢者や地域住民。

一般会計

268

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

福祉保健部　高齢者福祉課担当部課

作成者氏名

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

市民のニーズが適正に反映されている

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
(47)1281

1

福祉センター運営費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている8

電話

款

チェック

3

国や県と重複のない事務事業である

1

妥
当
性

横　田　清　次

市民のニーズを的確に把握している

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

○

○

備考欄（留意事項）

　吉田及び高宮老人福祉センター、いきいきの里の管理は指定
管理者制度を導入し管理代行をさせ、高齢者の福祉の向上に努
めている。
　向原総合福祉センターは、「第2次安芸高田市行政改革大
綱」により、平成25年3月末日をもって、無償譲渡とし、運
営・管理を社会福祉法人ちとせ会に移管した。

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

1,088 1,500

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

○

6,553

○

合計

○

○

○

―

○

×

○

6,553

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 16,883

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

　健康で明るい生活を営むことができる環境づくりを促進する。

　吉田老人福祉センター、ふれあいセンターいきいきの里、向原総合福祉センターかがやき、高宮老人福祉センター福寿荘
の利用者の多様化する住民ニーズに効果的、効率的に対応するため、指定管理者に施設の管理を代行させ、住民サービスの
向上と経費の節減等を図った。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等15,846

6,553一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

○合計合計 17,97117,971 一般財源等

受益者負担を検証している

　老人福祉センターの施設使用料規定の運用が施設毎、合併前
の規定になっているため、将来統一的な見直しが必要だが、老
人福祉法により低額又は、無料となっているため、料金の増額
は望めない現状である。効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

17,34617,346 一般財源等

○

単位あたりコストを削減することはできない

　福祉センター利用者の多様化するニーズに対応するため指定
管理者の培ってきたノウハウを基に指定管理者制度を導入し、
社会福祉法人安芸高田市社会福祉協議会、高宮湯の森運営協
会、社会福祉法人ちとせ会に指定管理を代行させ、住民の福祉

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円
改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

―

―

合計

―

―

6,553

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

人

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

6,553

備 考
（指標の計算方法、算式等）

千円

年度

人

千円

1,883.00

0.13

単位当たりコスト① －

－

－

6,207,000

349.72

有
効
性

○

○

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×人

合計

13.00

24年度

3,429

1,195,000

－

3,000.00

99.65% －

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

－3,417.00

吉田老人福祉センター利用
者

3,000.00

ふれあいセンターいきいき
の里利用者数

－

実績値

市
民
参
画

150.35%

－

12.00

計画値

計画値

コ ス ト

合計

人

指　標　名　等

17,971

必要人員

17,971

時間外勤務手当 千円

23年度

2,192.51

2,831.00

3,000.00

4,000

0.18

17,346

4,500.00

17,346

4,000

25年度

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている 　高齢者の福祉の向上、教養の向上、レクレーション等を介し
て仲間作り等のため施設が提供されている。

会、社会福祉法人ちとせ会に指定管理を代行させ、住民の福祉
の向上に努めた。
　向原総合福祉センターは、「第2次安芸高田市行政改革大
綱」により、平成25年3月末日をもって、無償譲渡とし、運
営・管理を社会福祉法人ちとせ会に移管した。○

×

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

4.00 －
指定管理の指定施設数

単位 計画値 4.00

箇所 実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

計画値

実績値
利用者数

指
標

福祉センター施設数
単位

単位

4.00 4.00

4.00 3.00

－

－

4,500.00

計画値

実績値 年度

箇所 実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

3.00

－

5,312 6,248.00

4,000 4,000

－

4.00

23年度 24年度

4.00

4.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

H25.4向原総合福祉センターは、
社会福祉法人ちとせ会に無償譲渡

H25.4向原総合福祉センターは、
社会福祉法人ちとせ会に無償譲渡

目標値
（目標年度）

継続する

休止、廃止をする

－

年度－

－

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

岩　崎　　猛

年度

年度

　高宮老人福祉センター福寿荘は、高齢者の集会場所としての機能を終
了しているため、将来的には行政財産の移管を図りたいが、補助金等の
内容について、精査をしなければならない。

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

　向原総合福祉センターは、「第2次安芸高田市行政改革大綱」に
より、平成25年3月末日をもって、無償譲渡とし、運営・管理を社
会福祉法人ちとせ会に移管した。

解決できていない課題

他事業と統合する
資源配分の方向性

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ
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年 月 ～16

施　 策 社会福祉施設の運営
1

8

款

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

×

×

×

×

×

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

社会福祉施設運営事業

3

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成

社会福祉施設費

社会福祉施設の運営に要する経費

対　　　象
（誰のために）

　健康の増進、教養の向上、レクリェーションのために施設を利用する地域の高齢者や地域住民。

一般会計

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

民生費

社会福祉費

福祉保健部　高齢者福祉課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

会計名

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ 269

電話
横　田　清　次

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

事務事業名
0826

チェック

3

国や県と重複のない事務事業である

1

(47)1281

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている ×

備考欄（留意事項）

　社会福祉施設の管理の62.5%は直営で、地域等への管理委
託で行っている。
　指定管理等で在宅支援センターは社会福祉法人　高宮美土里
福祉会及び社会福祉法人ちとせ会に平成25年3月31日で無償
譲渡した。
　ふれあいプラザは、地域への移管が可能であるが、管理者等
への聞き取りにおいて、災害避難場所や選挙投票所等の整理が
必要であることを確認した。

妥
当
性

福祉センター運営費

他の事務事業と統合できない事務事業である

×

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

1,166

4,373

2,001

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた4,149一般財源等

×

○

4,149

○

合計

×

×

○

×

×

×

○

○

○

4,149

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 10,531

人件費 36

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

　健康で明るい生活を営むことができる環境づくりを促進する。

　ふれあいプラザ(5箇所)の施設管理を直営で行い、地域団体に施設管理委託をした。高美園在宅介護支援センター、高美
園デイサービスセンター、デイサービスセンター百楽荘、及び高宮高齢者生産活動センターは、指定管理者に施設の管理を
代行させ、住民サービスの向上と経費の節減等を図った。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等52,800

人件費 受益者負担

一般財源等

受益者負担 61 受益者負担

合計

人件費

合計 7,26311,697 一般財源等 54,76554,801

受益者負担を検証している

　社会福祉協議会に指定管理を指定していた施設は、無償譲渡
を行った。

　社会福祉施設のうち37.5%の3施設については、指定管理者
制度を利用し、経費削減を行っている。これらの施設のうち在
宅支援センターは、社会福祉法人　高宮美土里福祉会及び社会
福祉法人ちとせ会に平成25年3月31日で無償譲渡した。
　ふれあいプラザは、地域への譲与又は廃止を含め、施設のあ
り方について抜本的な検討が必要である。

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

効
率
性

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

4,149

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

―

―

合計

―

有
効
性

○

○

4,149

　今後、複数施設を地域に無償譲
渡予定。
　経年による修繕料の増加が見込
まれる。

目標年度に目標を達成できそうである

実績値

コ ス ト

単位当たりコスト②

人

合計

単位

千円

年度

17.00

24年度

1.00

計画値

人

千円

5.00

0.14

単位当たりコスト①

5.00

100.00%

－

2,030,000.00 －

－

×

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

5.00

1.00

－

25年度

専門性をもった人材を活用できている

備 考
（指標の計算方法、算式等）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

年度

－

1.00

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

時間外勤務手当 千円

コ ス ト 2,030,000

7.00

今後の計画値
（計画年度）

3,212,981

施設

施設

対　前　年　比

活
動
・
結
果
指

単位

対　前　年　比

642,596 市
民
参
画

ふれあいプラザ施設数
5.00

2,030,000

－

100.00%

1.00

1.00計画値

実績値

高齢者生産活動センター施
設数

2,030,000

－

合計

人

指　標　名　等

7,263

必要人員

11,697

23年度

0.24

54,76554,801

1.00

―

－

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

実績値

25年度

実績値

指　標　名

－

単位 計画値

　
　
成
果
指
標

単位

単位

計画値

2.00

－

計画値

実績値

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）指
標

施設 実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

単位

単位 計画値
在宅介護支援センター施設数

2.00

コ ス ト

計画値

－

2.00

年度

23年度 24年度

2.00

－

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度－

－

0.00

－ 休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

年度

年度

継続する

解決できていない課題

　ふれあいプラザについては、現在地域に無償譲渡予定とし、協議を
行っている。

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

岩　崎　　猛

　指定管理で運営していた在宅支援センターは社会福祉法人　高宮
美土里福祉会及び社会福祉法人ちとせ会に平成25年3月31日で無
償譲渡した。

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

269 福祉保健部 高齢者福祉課（社会福祉施設運営事業）



年 月 ～平成 16

施　 策 社会福祉施設の運営
2

8

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

×

○

○

×

×

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

特別養護老人ホーム運営事業

3

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

社会福祉施設費

社会福祉施設の運営に要する経費

対　　　象
（誰のために）

　公設民営の特別養護老人ホーム入所者。

一般会計

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

福祉保健部　高齢者福祉課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

会計名

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

電話
横　田　清　次

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

社会福祉施設運営費

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

チェック

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ 270

　民間の社会福祉法人等が参入しない地域において、特別養護
老人ホームを設置し、施設の運営管理については指定管理者制
度により、管理運営を行っている。
　平成24年度をもって、社会福祉法人に無償譲渡を行い、安
芸高田市から民間に経営、施設の管理運営を移管した。

3

国や県と重複のない事務事業である

1

(47)1281

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

0826

○

備考欄（留意事項）

款

○

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

669 2,001

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

×

×

150,000

150,000

コスト（千円）

○

合計

×

○

×

○

―

○

○

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

×

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 93,616

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

　特別養護老人ホーム施設入所者がニーズにあったサービスの提供を受けること。

　特別養護老人ホーム高美園･特別養護老人ホームかがやき施設入所者のニーズに効果的、効率的に対応するため、指定管
理者に施設の管理運営を代行させ、施設サービスの向上と経費の節減等を図る。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等32,020

29,453

150,000一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担 受益者負担

○一般財源等合計一般財源等合計 64,83294,285 34,021

受益者負担を検証している

　民間の社会福祉法人等が参入しない地域において、特別養護
老人ホームを設置し、施設の運営管理については指定管理者制
度により、管理運営を行っている。
　平成24年度をもって、社会福祉法人に無償譲渡を行い、安
芸高田市から民間に経営、施設の管理運営を移管した。

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

効
率
性

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

34,021

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

150,000

目標年度に目標を達成できそうである

―

―

合計

―

×

単位

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

150,000

備 考
（指標の計算方法、算式等）

人

千円

年度

人

千円

0.80

単位当たりコスト①

計画値

実績値

－

○

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

－

－

25年度

有
効
性

○

×

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

職員の能力開発のための対策は十分になされている

合計

17.00

24年度

－

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

千円

23年度

時間外勤務手当

活
動
・
結
果
指

7.00

合計

人

指　標　名　等

64,832

必要人員

94,285

－

－

－

34,021

0.24

34,021

―－

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

25年度

2.00

施設
特別養護老人ホーム施設数

単位

施設
指定管理の施設数

単位

2.00

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

実績値

計画値

コ ス ト

指　標　名

2.00 －

計画値 2.00

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

計画値

実績値
入所率

単位 計画値

2.00

2.00

2.00

－

－

実績値

計画値

実績値

－

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

指
標

－

100.00 100.00

100.00 100.00

－

年度

23年度 24年度

2.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

－

年度－

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

年度

年度

継続する

解決できていない課題

　なし

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

岩　崎　　猛

　本年度、無償譲渡完了。
ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

270 福祉保健部 高齢者福祉課（特別養護老人ホーム運営事業）



年 月 ～

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 16

施　 策 社会福祉施設の運営

8

1

1

3

2

1

社会福祉施設運営費

民生費

社会福祉費

社会福祉施設費

社会福祉施設の運営に要する経費

一般会計

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

　養護老人ホーム入所者。

○

○

○

○

○

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

養護老人ホーム運営事業

3

対　　　象
（誰のために）

271

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

福祉保健部　高齢者福祉課担当部課

作成者氏名

0826
(47)1281

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

電話
横田　清次

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

チェック

款

国や県と重複のない事務事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

○

○

備考欄（留意事項）

　指定管理者制度にて、施設の管理運営を行っている。
　平成24年度において、安芸高田市から社会福祉法人　高宮
美土里福祉会に無償譲渡した。

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

669

48,209

　施設入所者がニーズにあったサービスの提供を受けること。

　養護老人ホーム高美園施設入所者のニーズに効果的、効率的に対応するため、指定管理者に施設の管理運営を代行させ、
施設サービスの向上と経費の節減等を図った。

内　　　容

国県補助金等

財源（千円）

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

○

0 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

―

○

合計

○

○

○

×

―

○

○

0

コスト（千円）

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 48,210

人件費

国県補助金等

受益者負担

直接事業費

財源（千円）

23年度 24年度

50,708

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円） 財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等50,708

0一般財源等

人件費 受益者負担

一般財源等

人件費2,334 受益者負担

○合計合計 67048,879 一般財源等 53,042

受益者負担を検証している

　指定管理者制度にて、施設の管理運営を行っている。
　平成24年度において、安芸高田市から社会福祉法人　高宮
美土里福祉会に無償譲渡した。

　指定管理者制度にて、施設の管理運営を行っている。
　平成24年度において、安芸高田市から社会福祉法人　高宮
美土里福祉会に無償譲渡した。

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

効
率
性

2,334

単位あたりコストを削減することはできない

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

○

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画 市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

―

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

年度

―

―

合計

―

0

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

0

千円

年度

人

千円

0.80

単位当たりコスト①

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

実績値

－

計画値

－

有
効
性

○

×

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

合計

20.00

24年度

－

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

－

計画値

－

7.00

合計

人

指　標　名　等

670

必要人員

48,879

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

53,042

－

0.28

2,334

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

―

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

養護老人ホーム施設数
単位

施設

施設入所定員
高美園　30床

指定管理の指定施設数
単位

施設

指定管理者指定率
単位

％

指　標　名

実績値

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

計画値 1

25年度
　
　
成
果
指
標 単位

計画値

実績値

指
標

単位

－

－

1

1 －

1

1

1

計画値

実績値

－実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

100.0

100.0

－

1

23年度 24年度

1

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－

－

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

年度

年度

　本年度、無償譲渡完了。

解決できていない課題

　なし

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

岩　崎　　猛

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

271 福祉保健部 高齢者福祉課（養護老人ホーム運営事業）



年 月 ～

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 16

施　 策 社会福祉施設の運営
2中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

×

×

○

×

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

デイサービスセンター管理委託事業

3

社会福祉施設費

社会福祉施設の運営に要する費用

対　　　象
（誰のために）

　地域介護予防活動支援事業、通所型介護予防事業、介護予防通所介護、通所介護によってサービスの提供を受けるデイ
サービスセンターの利用者。

一般会計

279

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

福祉保健部　高齢者福祉課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
(47)1281

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

社会福祉施設運営費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている8

電話
横　田　清　次

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

 安芸高田市設置のデイサービスセンターは、民間では設置でき
なかった地域に設置している。

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

○

×

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

752 1,500

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

×

×

0

○

合計

×

○

○

―

○

―

○

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 8,000

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

　デイサービスセンター通所者がニーズにあったサービスの提供を受けること。

　デイサービスセンター百楽荘、高美園デイサービスセンター通所者のニーズに効果的、効率的に対応するため、指定管理
者に施設の管理運営を代行させ、在宅サービスの向上と経費の節減等を図った。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等1,600

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

○一般財源等合計合計 8,7528,752 一般財源等 3,100

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

3,100

　社会福祉法人のノウハウにより、有効性のある指定管理者制
度を導入している。

 　指定管理者制度により、経費の節減と運営の効率を図ってい
る。

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

―

―

合計

―

○

0

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

年度

人

千円

0.09

単位当たりコスト①

－

計画値

－

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

―

合計

13.00

24年度

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

－

実績値

計画値

－

合計

人

指　標　名　等

8,752

必要人員

8,752

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

3,100

－

0.18

3,100

―

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－
指定管理の指定施設数

単位 計画値 2

施設 実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

計画値

実績値
指定管理者指定率

指
標

デイサービスセンター施設数
単位

単位

2 2

2

2

－

－

計画値

実績値

－施設 実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

－

100.0

100.0

－

2

23年度 24年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

デイサービスセンター定員
高美園　35名　百楽荘　35名

目標値
（目標年度）

年度

指定管理の施設数/施設数
2施設/2施設

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

　平成24年度をもって、それぞれの社会福祉法人に無償譲渡を行っ
た。

解決できていない課題

　なし

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

岩　崎　　猛

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

279 福祉保健部 高齢者福祉課（デイサービスセンター管理委託事業）



月 ～ ○

○

備考欄（留意事項）

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

　一人暮らしの高齢者が増加する中で、高齢者の住替えを考え
た場合、一次的な住家としての生活支援ハウスは重要な役割を
持っており、在宅生活が困難な高齢者に対し生活の場を提供
し、入居者の生活不安の解消ができた。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

電話
武部　弘典

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
(47)1281

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

在宅福祉事業費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

福祉保健部　高齢者福祉課担当部課

作成者氏名

285

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

老人福祉費

老人福祉費に要する経費

対　　　象
（誰のために）

60歳以上の一人暮らしの者、夫婦のみの世帯に属する者及び家族による援助を受けることが困難であって高齢のため独立
して生活することに不安のある者。（在宅生活が困難な虚弱高齢者）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

生活支援ハウス管理委託事業

3

○

○

○

○

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 16

施　 策 社会福祉施設の運営
1

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

―

　自宅生活が困難な場合、夫婦での入所も可能であり、夫婦入
所者にとっては生活のリズムの変化がなく喜ばれている。
　入所者の生活の場を確保し、心身の機能向上、自立生活の助
長、社会的孤独感の解消を図り、入所者のニーズに合ったサー

　併設する事業所の培ってきたノウハウを基に管理運営を委託
した。
　委託料については、利用実績に応じたものに見直す必要があ
ると思われる。

8,015

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

8,051一般財源等合計 7,0527,052 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

―6,300一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

生活の場を確保するため介護支援機能、居住機能及び交流機能を総合的に提供し、心身機能の向上、自立生活の助長、社会
的孤立感の解消を図り入所者のニーズに合ったサービスを提供すること。

生活支援ハウス施設入所者（入居期間：原則3カ月）のニーズに効果的、効率的に対応するため、併設する特別養護老人
ホーム等の施設管理者に管理運営を委託しサービスの向上と経費の節減等を図る。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等6,300

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 6,300

人件費 36

○

6,300

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

×

×

○

○

○

○

合計

○

○

○

6,300 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

752 1,751

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

長、社会的孤独感の解消を図り、入所者のニーズに合ったサー
ビスを提供を行った。

－

0.21

8,0158,051

－

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

154

7

合計

人

指　標　名　等

7,052

必要人員

7,052

42.19%

－
入所滞在日数

－

延入所者数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

2

合計

15

24年度

6

－

有
効
性

―

○

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

―

33.33% －

計画値

－

人

千円

365

0.09

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

年度実績値

6,300

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

人

日

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

6,300

入所定員　5名

目標年度に目標を達成できそうである

―

―

―

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

岩﨑　猛

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

・委託料の見直し

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

入所滞在日数／入所可能日数

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

5

23年度 24年度

5

5

－

20.00 8.43

－ －

－

計画値

コ ス ト

計画値

人 実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

－

計画値

実績値

1,825

1,825 1,825

－

8.43

ー

5 5

指
標

利用定員
単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

計画値

実績値
施設稼働率

指　標　名

1,825 －
入所可能日数

単位 計画値 1,825

日 実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 －

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

285 福祉保健部 高齢者福祉課（生活支援ハウス管理委託事業）



月 ～ ○

○

備考欄（留意事項）

国や県と重複のない事務事業である

3

1

1

老人保護措置費

3 民生費

○

チェック
0826

一般会計

事務事業の概要（Plan）

(47)1281
老人保護措置事業事務事業名

実施期間 　在宅生活の困難な高齢者を施設で自立した生活を送ることが
出来るように措置した。
　法律関係事務のため、市以外が実施主体にはなり得ない。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

電話
武部　弘典

市民のニーズを的確に把握している

妥
当
性

社会福祉費

老人福祉費

老人福祉に要する経費

　65歳以上の日常生活に支障がある者で、養護者等がいない又は養護者が適切に養護を行なうことができない等の環境上
の理由及び経済的な理由がある場合や、家庭等から虐待を受けている場合等のやむを得ない事由により(60歳以上の特例あ
り)措置の決定を受けた者。

2

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

福祉保健部　高齢者福祉課担当部課

作成者氏名

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1

市民のニーズが適正に反映されている

286

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

対　　　象
（誰のために）

款

○

○

○

―

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

16

施　 策 社会福祉施設の運営

3

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

○

　在宅生活の困難な高齢者が健康を維持し、かつ、安定した生
活が送れるように養護老人ホームや特別養護老人ホームへ措置
を行った。
　専門性をもった人材確保が必要である。

　措置費の支払い事務の効率化のため広島県町村会に事務委託
を行い効率化を図った。
　新たに措置をしなければならない者について、判定基準の見
直しを行った。また、今後継続して措置しなければならない者
について、措置の必要性を検討しなければならない。

○

―

97,555

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

受益者負担を検証している

 直接事業費 国県補助金等

効
率
性

財源（千円）

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

139,589一般財源等合計 93,932134,411 一般財源等合計

受益者負担

―

25年度

内　　　容

国県補助金等

42,034

国県補助金等

40,479

コスト（千円）

　入所申出のあった者について、面接を行った上で、老人ホーム入所判定委員会により、入所措置の判定を行い措置決定を
する。

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

人件費

24年度

コスト（千円）

人件費 受益者負担

136,005

23年度

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト

直接事業費 131,485

　自宅生活の困難な高齢者に対し養護老人ホーム等への措置を行い高齢者の食事や住居を確保し、健康の維持、安定した生
活が送れるように支援する。

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

90,414一般財源等

受益者負担

○

○

○

―

○

合計

○

○

○

130,014 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた39,600

成果指標について当初設定した計画値が達成できた130,014

2,926 3,584

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

－

　法律関係事務のため市民の参画余地はない。

○

　専門性をもった人材確保が必要である。

―

―

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

0.43

97,555

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

139,589

－

－－

－

10

合計

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

10

112.00

人

指　標　名　等

93,932

必要人員

134,411

166.67%

当該年度新規措置者数
－

措置者数

－

実績値

計画値

実績値

今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

77

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

67

合計

30.00

24年度

78

－

－

有
効
性

―

×

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

98.72% －

計画値

－

人

千円

6

0.34

単位当たりコスト①

人

千円

年度

活
動
・
結
果
指

単位

人

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

年度中に措置した者で年度中途の
入所、退所者を含む。

目標年度に目標を達成できそうである

90,414

―

―

―

合計

―

市
民
参
画

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

130,014

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

岩﨑　猛主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

継続する

改善項目

①

②

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・入所判定基準の見直し

解決できていない課題

・入所等継続の要否判定の見直し
・専門性を持った人材の確保

年度

年度

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度10

166.67%

－

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

6

23年度 24年度

－

10

－－

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

単位当たりコスト③

実績値
入所判定件数

対　前　年　比

件

－

計画値

実績値 －

－

指
標

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

単位

計画値

実績値

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 －

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

286 福祉保健部 高齢者福祉課（老人保護措置事業）



年 月 ～ 年 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 18

施　 策 介護サービス特別会計運営事業
1

25 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

○

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

14

介護予防支援事業

4 平成

介護予防支援事業費

介護予防支援事業費

対　　　象
（誰のために）

介護保険で要支援１・要支援２の認定者のうち、介護予防サービスの利用を希望する者。

介護サービス特別会計

278

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

サービス事業費

介護予防支援事業費

福祉保健部　高齢者福祉課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
(47)1281

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

介護予防支援事業費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
松笠　和治

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

要支援の認定後に、サービス利用のニーズがあるか個別に確認
を行い、希望があるときには、訪問等で介護予防のケアプラン
作成をしている。この事業は地域包括支援センター（高齢者支
援センター）が中心に行っているが、相談業務の一部を居宅介
護支援事業所に委託することで、迅速に対応している。要支援
者の介護予防支援業務は、地域包括支援センターと一体的に行
うものであり、安芸高田市においては直営で地域包括支援セン
ターを設置していることもあり、この事業も市が主体的に行っ
ている。

款 2

国や県と重複のない事務事業である

1

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

26,532 22,423

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

○

19,466

○

合計

×

○

○

―

○

―

○

19,466

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 14,996

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

介護予防サービスの利用希望者のニーズにあった介護予防サービス計画書を作成し、心身の状態を向上又は維持し、介護予
防に資することを目的とする。

介護予防支援事業所として、要支援者の介護予防サービス利用の支援を行う。対象者のアセスメントを行い、介護予防プラ
ンを作成し、心身の向上又は維持するよう介護予防サービスの提供を行う。また、一定期間ごとにサービス提供後の評価及
び再アセスメントを行い、介護予防プランの見直しを行う。介護サービス特別会計において、介護報酬と一般財源により運
営を行っている。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等18,442

19,466一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

○一般財源等合計合計 41,52841,528 一般財源等 40,865

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

40,865

高齢者支援センターや居宅介護支援事業所においては、介護予
防支援業務を行うにあたり、研修を受けている。サービス利用
や計画作成件数については、増加傾向にあり、必要性も高いた
め、今後必要に応じて、介護予防支援業務についての研修をケ

介護予防プラン作成のための相談業務を居宅介護支援事業所へ
一部委託している。しかし、居宅介護支援事業所には逓減制が
あるために受け入れができる人数に制限がある。そのために、
高齢者支援センターでは、非常勤職員の雇用をし、効率化を
図っている。
今後も要支援認定者の増加により、コストが増えていく可能性
がある。
地域包括支援センター自体を委託する等の手法もあるが、課題
も多いため、要検討である。

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

○

―

合計

―

○

19,466

平成24年3月～平成25年2月ま
での実利用者数

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

人

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

19,466

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

平成24年3月～平成25年2月ま
での給付管理数（延）

年度

人

千円

5,406.00

3.19

単位当たりコスト①

103.88% －

計画値

－

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

41,716,920

合計

188.00

24年度

644.00

－

5,500.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

669.00

介護予防サービス計画作成
件数

5,350.00

介護予防サービス利用者数

－

実績値

計画値

106.27%

－

135.00

合計

人

指　標　名　等

41,528

必要人員

41,528

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

39,120,073

6,809.417,716.78

5,745.00

5,800.00

650.00

40,865

630.00

－

2.69

40,865 め、今後必要に応じて、介護予防支援業務についての研修をケ
アプラン作成者のみならず、サービス事業所などにも研修を
行っていくことが必要であると思われる。市北部など、サービ
ス提供事業所が少ない地域もあり、サービス提供に偏りがある
課題もある。

直接的な市民の参画はないが、地域包括支援センターの運営に
関して定期的に運営協議会を持ち、被保険者代表や医師や民生
委員など各分野からの意見を聴取する機会を持っている。

○

670.00

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

計画値

実績値
要支援者の維持・改善率

指
標

単位

単位

－

－

70.00

計画値

実績値

－実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

－

63.00 63.00

75.00 70.00

－

23年度 24年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

更新・変更認定において、要介護
度が維持又は軽度になった割合

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

居宅介護支援事業所への委託について、前年度末が委託率が２５％
であったが、今年度は３０％程度委託することが出来た。

解決できていない課題

年々、介護予防サービスの利用者や計画作成件数も増加してきており、
担当件数が増加することにより、職員の負担も増えてきている。引き続
き、非常勤職員の雇用や委託件数の増により、効率化を図る必要があ
る。

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

岩﨑　猛

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

278 福祉保健部 高齢者福祉課（介護予防支援事業）



年 月 ～ ○

○

備考欄（留意事項）

款 4

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

要介護認定を受けていない第1号被保険者に対し「げんき確認
シート」を送付し、回答の結果機能低下が認められる者を対象
者として決定した。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
田　村　綾　子

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
(47)1281

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

二次予防事業費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

地域支援事業費

介護予防事業費

福祉保健部　高齢者福祉課担当部課

作成者氏名

288

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

介護保険特別会計

二次予防事業費

二次予防事業費

対　　　象
（誰のために）

65歳以上の要支援・要介護認定を受けていない者で、介護予防のための基本チェックリスト（げんき確認シート）で介護
予防事業の利用が望ましい人（二次予防事業対象者）となった者。

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

13

二次予防事業

4

○

○

○

○

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 18

施　 策 地域支援事業 事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

二次予防事業対象者と一次予防事業「げんき教室」利用者の重
複により、計画値を下回った。

通所介護事業所等へ委託して実施しているが、介護保険サービ
スと混同されやすく、参加者の目的意識が明確になり難い。

▲ 4,881

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

20,405一般財源等合計 17,89333,352 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

×8,798一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

13,195

心身の機能低下を防止し、介護予防事業を効率的に実施することで、二次予防事業対象者が要介護状態や要支援状態になる
ことを予防していく。

二次予防事業対象者が、通所型介護予防事業に参加し、運動器の機能向上や口腔機能向上・栄養改善等複合型介護予防プロ
グラムに参加することや、訪問型での口腔機能向上や栄養改善・閉じこもり・うつ予防支援等の個別指導をすることで、高
齢者の生活の質を保つことができるよう介護予防支援を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等12,736 25,286

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 25,766

人件費

○

21,993

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

×

○

○

○

○

○

合計

○

×

×

21,993 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

7,586

15,459

7,669

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている より分かりやすい案内を行うことで情報提供等行う必要がある。

○－

0.92

▲ 4,88120,405

80.00 げんき確認シート回答者数/要介

29.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

7.80

221.00

合計

人

指　標　名　等

17,893

必要人員

33,352

70.27%

－
通所型介護予防事業参加率

30.00

二次予防事業対象者率

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

25.71

合計

64.00

24年度

29.30

－

30.00

有
効
性

×

○

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

87.75% －

計画値

－

人

千円

11.10

0.89

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

通所型介護予防事業参加者数/二
次予防事業対象者

年度実績値

8,798

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

％

％

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

21,993

二次予防対象者数/要介護認定を
受けていない第1号被保険者

目標年度に目標を達成できそうである

○

○

―

合計

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

岩崎　猛

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

げんき確認シートの未提出者、及び事業対象者となっても参加を希望し
ない者への対応。事業参加が必要な者の選択。

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

未認定者数/第1号被保険者数

－

年度－

80.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

げんき確認シート回答者数/要介
護認定を受けていない第1号被保
険者数

目標値
（目標年度）

23年度 24年度

74.50

－

75.60

75.00 80.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

単位当たりコスト③

実績値
げんき確認シート回収率

対　前　年　比

％

－

計画値

実績値

4.00

4.39

4.00

－

－

要支援サービス利用者数/第1号
被保険者数

指
標

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
要支援サービス利用率

計画値

実績値
自立率

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 4.39 －％

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

288 福祉保健部 高齢者福祉課（二次予防事業）



年 月 ～

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 18

施　 策 地域支援事業
中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

○

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

13

一次予防事業

4

一次予防事業費

一次予防事業費

対　　　象
（誰のために）

概ね65歳以上の高齢者。
一部事業（げんき教室）については、要介護認定を受けていない65歳以上高齢者を対象とする。

介護保険特別会計

289

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

地域支援事業費

介護予防事業費

福祉保健部　高齢者福祉課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
(47)1281

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

一次予防事業費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
田村　綾子

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

高齢化に伴い介護予防に対する市民のニーズは高い事が予測さ
れるが、的確な把握には至っていない。

款 4

国や県と重複のない事務事業である

1

×

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

4,912

7,139

4,751

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

×

33,496

○

合計

○

○

○

○

○

○

○

33,496

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

×

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 11,899

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

20,097

心身の状態や環境の状況に応じて対象者自らの選択に基づき、介護予防事業等を効果的に実施することで要介護状態や要支
援状態になることを予防し、健康寿命を延ばす。

地域の集会所等に出向き、運動器機能向上、口腔機能向上、認知症予防等について行う介護予防啓発活動。
認知症になっても地域で安心して過ごせるための、認知症及び家族を支える地域づくり推進のための啓発活動。
福祉法人等に委託して実施する介護予防教室（げんき教室）。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等26,214 12,744

13,399一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

○一般財源等合計合計 9,67216,811 一般財源等 30,965

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

18,221

一般的な介護予防について、その中でも特に認知症予防に対す
る要望が多い。各事業に参加した者の行動変容の有無等、把握
ができていない。
介護予防については、新規事業であるげんき教室実施により目

介護予防に対する意識付けや地域での見守り体制の必要性な
ど、広く市民に対し継続して啓発を行う必要がある。各団体の
有効活用によりより多くの効果が得られるものと思われる。

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

○

○

合計

○

○

33,496

・認知症サポーター養成研修会
・健康運動推進員養成研修会

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

人

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

13,399

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

・いきいき介護予防教室
・介護予防講演会
・一般介護予防教室
・げんき教室
・介護教室

年度

人

千円

2,669.00

0.59

単位当たりコスト①

37.71% －

計画値

－

有
効
性

○

○

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

合計

40

24年度

1,583

－

13,000.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

597.00

介護予防教室参加者数
1,500.00

地域見守り体制研修参加者
数

－

実績値

計画値

392.92%

－

30

合計

人

指　標　名　等

9,672

必要人員

16,811

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

10,487.00

1,500.00

30,965

2,000

－

0.57

18,221 介護予防については、新規事業であるげんき教室実施により目
標達成可能。見守り体制関係については参加者が減少し、目標
達成に至っていない。

普及啓発の観点から広く市民に対し、広報活動を行い参加を
募っている。地域団体との接触がある際にも積極的に声かけを
行っている。今後各支所との連携がより必要と思われる。

○

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

計画値

実績値
参加率

指
標

実施回数
単位

単位

800.00

－

－

計画値

実績値

－回 実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

－

40.00 103.00

30.00 60.00

－

23年度 24年度

764.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

延べ参加者数/第1号被保険者数

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

新規事業として介護予防教室（げんき教室）を実施した。そのこと
で老人クラブやサロン等組織に所属していない人も介護予防事業に
参加できる体制を整備した。

解決できていない課題

地域における介護予防の普及について効果を検証すること。事業に参加
した人と参加していない人との比較評価。

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

岩崎　猛

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

289 福祉保健部 高齢者福祉課（一次予防事業）



年 月 ～ 年 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 16

施　 策 地域支援事業
1

25 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

○

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

13

総合相談事業

3 平成

総合相談事業費

総合相談事業費

対　　　象
（誰のために）

原則的には市内に住所を有する高齢者及びその家族。加えて、高齢者を支える地域住民。

介護保険特別会計

290

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

地域支援事業費

包括的支援事業・任意事業費

福祉保健部　高齢者福祉課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
(47)1281

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

総合相談事業費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

電話
登　立　弓　恵

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができる
よう、個々の高齢者の状況やニーズを把握し、相談・支援を
行った。また、ケースによっては訪問して相談に応じたり、適
切なサービス・機関の紹介、制度の利用につなげた。

款 4

国や県と重複のない事務事業である

2

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

5,847

3,811

6,835

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

×

―

9,098

○

合計

―

×

―

―

○

○

―

9,098

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 10,723

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

5,391

住み慣れた地域で安心して、その人らしい生活を維持していくことが出来るよう、相談・支援を行う。

高齢者が抱える様々な心配事等の相談を総合的に受ける。また、高齢者の心身の状況や生活状況の実態を把握し、保健・医
療・福祉等の適切なサービスの紹介・利用へつなげていくなどの助言・支援を行う。また、これらの業務を高齢者支援セン
ターをはじめ、地域の身近な相談窓口として位置付けている在宅介護支援センター（市内6か所）に委託して行っている。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等9,592 5,683

3,707一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

―一般財源等合計合計 12,75916,570 一般財源等 16,427

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

10,744

高齢者支援センター職員及び市内6か所の在宅介護支援セン
ター（地域包括支援センターブランチ）職員で、高齢者に関す
る様々な相談を受け、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮ら
し続けることができるよう、支援を行った。

実態把握については、高齢者支援センター職員及び市内6か所
の在宅介護支援センター（地域包括支援センターブランチ）職
員で各戸訪問により調査し、高齢者等の様々な相談に対応し
た。主には、本年度中に80歳に到達した者で介護保険の認定
を受けていない一人暮らしの人や80歳以上で昨年中に一人暮
らしになった介護保険の認定を受けていない人を対象として調
査を行ったが、前年度までの調査対象者に対して、フォローが
出来ていないことが課題である。また、現在の在宅介護支援セ
ンターへの委託内容及びその金額についても、検討が必要であ
る。

―

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

○

―

合計

―

―

9,098

高齢者支援センター及び、在宅介
護支援センター（地域包括支援セ
ンターブランチ）にて相談を受け
た件数。

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

件

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

3,707

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

70.00 高齢者支援センター及び、在宅介
護支援センター（地域包括支援セ
ンターブランチ）にて高齢者の実
態把握を行った件数。

年度

3,600.00

H26

人

千円

H2648.00

0.69

単位当たりコスト①

64.49% －

1,583.01

計画値

－

有
効
性

―

―

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

―

133,440

合計

57.00

24年度

5,602.00

8,868,000

－

240.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 8,868,000

3,613.00

高齢者実態把握件数
240.00

総合相談件数

－

実績値

計画値

97.92%

－

2,454.47

137.00

合計

人

指　標　名　等

12,759

必要人員

16,570

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

130,660

2,780.002,780.00

47.00

70.00

5,602.00

16,427

5,146.00

－

0.82

10,744 し続けることができるよう、支援を行った。

広報・パンフレット等で市民に周知している。

―

3,600.00

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

計画値

実績値

指
標

単位

単位

－

－

計画値

実績値

－実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

－－

23年度 24年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

岩﨑　猛

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

290 福祉保健部 高齢者福祉課（総合相談事業）



年 月 ～ 年 月 ○

○

備考欄（留意事項）

款 4

国や県と重複のない事務事業である

2

チェック

成年後見制度利用支援事業実施要綱に基づき、市長申立を行っ
た。その他高齢者の権利を守るため、高齢者虐待・消費者被害
の相談・支援等を行っている。場合によっては緊急対応を行う
ケースもあり、緊急性・継続性の高い事業である。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている4

電話
登　立　弓　恵

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
(47)1281

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

権利擁護事業費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

地域支援事業費

包括的支援事業・任意事業費

福祉保健部　高齢者福祉課担当部課

作成者氏名

292

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

介護保険特別会計

権利擁護事業費

権利擁護事業費

対　　　象
（誰のために）

原則的には市内に住所を有する者のうち、虐待や消費者被害等の権利侵害を受けている高齢者やその家族。また、その疑い
のあるもの。

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

13

権利擁護事業

3 平成

○

○

○

○

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 16

施　 策 地域支援事業
1

25 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

―

高齢者の権利擁護のため、適切な助言や支援が行えるよう各種
研修を受講した。

虐待や困難なケースが発生した場合には、高齢者支援センター
の三職種を中心に、関係機関等との連携をとり支援を行った。
また、関係機関との連携強化及び虐待防止のため、各種虐待
（高齢者・児童・ＤＶ・障害者）に総合的に対応していくた
め、「安芸高田市虐待等防止ネットワーク会議」を開催した。

6,236

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

6,342一般財源等合計 5,5345,869 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

―387一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

562

高齢者の権利を守り、住み慣れた地域において尊厳のある生活を維持し、自分らしく安心して生活を送るための助言や支援
を行う。また、高齢者虐待の対応を適切に実施するために関係機関等との連携協力体制を整備する。

対象への支援を、関係機関等と連携し対応する。また、高齢者虐待だけに限らず、児童虐待・ＤＶ・障害者虐待に迅速かつ
適切に対応するため、関係機関等が連携を強化して虐待等の防止・その啓発活動に努めることを目的とした「安芸高田市虐
待等防止ネットワーク」を設置し、関係機関等の代表者による代表者会議・担当者による担当者会議を開催し、多問題を抱
える対象へ対応する。また、成年後見制度の利用についても相談や支援を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等340 106

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 559

人件費

―

949

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

―

○

―

○

合計

―

○

―

949 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

5,310

335

6,002

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている 虐待防止及び成年後見制度利用促進を目的として、一般向けの
講演会及び相談会を実施した。また、権利擁護に関するパンフ
レットを作成し、各戸に配布した。

○

1.00

－

0.72

6,2366,342

2.00

1.00 代表者会議1回・担当者研修会1.00

1.00

2.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

179,340

179,340.00538,650.00

1.00

14.00

合計

人

指　標　名　等

5,534

必要人員

5,869

100.00%

－

7,100.00

広報回数
1.00

成年後見制度利用支援件数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 53,125

1.00

538,650

合計

50.00

24年度

1.00

7,100

－

1.00

有
効
性

―

○

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

―

100.00% －

53,125.00

1.001.00

計画値

－

人

千円

H261.00

0.64

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

1.00 パンフレット配布（あんしん介
護）

年度

1.00

H26実績値

387

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

件

回

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

949

Ｈ２４年度利用者1名
（市長申立案件）

目標年度に目標を達成できそうである

○

○

―

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

岩﨑　猛

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

H26

年度

H26 年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

H26 年度－

2.00

50.00

150.00%

1.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

虐待相談（１８人）消費者被害
（２人）成年後見制度（３５人）

1回目高齢者虐待講演会・2回目
成年後見制度講演会及び相談会

代表者会議1回・担当者研修会
（権利擁護講演会を兼ねる）２回

目標値
（目標年度）

41.00

10,000.00

2.00

23年度 24年度

1.00

3.00

65,000

55.00

21,666.67

50.00

－－

計画値

コ ス ト

計画値

人 実績値

単位当たりコスト③

実績値

安芸高田市虐待等防止ネッ
トワーク会議

対　前　年　比

回

－

1.001.00

計画値

実績値

2.00 2.00

－

－

33.00

20,000

41.00

指
標

相談対応実件数
単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

単位

計画値

実績値

指　標　名

2.00 －
権利擁護講演会及び相談会

単位 計画値

回 実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 －

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

292 福祉保健部 高齢者福祉課（権利擁護事業）



年 月 ～ 年 月 ○

○

○

1

13

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

市民のニーズが適正に反映されている

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

包括的・継続的ケアマネジメント支援事業

○

多職種の専門職で、介護支援専門員に必要に応じて迅速に後方
支援を行なった。市として支援しているために関係機関との連
携が円滑に行なうことができた。
居宅介護支援事業所連絡協議会については、マネジメントに必
要な情報提供を行なった。

○

備考欄（留意事項）チェック

○

○

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている5

電話
渡　海　恵　子

市民のニーズを的確に把握している

4

2

0826
(47)1281

福祉保健部　高齢者福祉課担当部課

作成者氏名

対　　　象
（誰のために）

地域の高齢者が住み慣れた地域で安心して生活ができるように、相談支援を行なう介護支援専門員。

293

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

包括的・継続的ケアマネジメント支援事業

4

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

包括的・継続的ケアマネジメント支援事業

主要施策

平成

施　 策 地域支援事業

○

―

目
3.社会全体で支える福祉の充実

25 3

国や県と重複のない事務事業である

平成 18

包括的・継続的ケアマネジメント支援事業

介護保険特別会計

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり 地域支援事業

包括的支援事業・任意事業費
主な
関連

予算・
事業名

項

款

市以外が実施主体になりえない事務事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

大事業

中事業

妥
当
性

1
事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

24年度

効
率
性

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

地域の高齢者が、住み慣れた地域で安心して自分らしい生活が継続できるよう主治医や介護支援専門員等との多職種協働
と、地域の関係機関との連携により、包括的・継続的ケアマネジメントを実施するための後方支援を行なう。

23年度

コスト コスト（千円）

7,299

受益者負担を検証している

○

×

多職種で介護支援専門員の後方支援を行なうことで、マネジメ
ントの課題を改善し、関係機関との調整も円滑に行なうことが
できた。地域包括システムの推進のための研修は3月に実施し
た。

居宅介護支援事業所連絡協議会は定例に開催されており、継続
的に情報提供を行なうことができた。
また、介護支援専門員から後方支援の依頼があった場合に、迅
速に対応を行なった。

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

単位あたりコストを削減することはできない

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である ○

×

○

7,713

受益者負担

財源（千円）

5,267

人件費 受益者負担4,738

合計 12,037 一般財源等8,837

人件費人件費 2,886

地域の介護支援専門員と関係機関の連携を支援する。また地域における様々な社会資源が活用できるよう、地域の連携・協
力体制の整備、介護支援専門員のネットワークの構築、介護支援専門員が抱える支援困難事例等へのケース検討会への参
加、助言を行なう。

一般財源等合計

4,324

コスト（千円）

国県補助金等

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 5,951 3,570 国県補助金等

コスト（千円）

○

―

―

○

○

×

受益者負担

○

―

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

540 事務事業の効果を適正に把握している911

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

 直接事業費

911合計 371一般財源等

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしているて下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

0.57

○

た。

―

―

×

主任介護支援専門員としての相談

7,713

－

－

計画値

12.00

計画値

－

活
動
・
結
果
指

コ ス ト

指　標　名　等

－

12.00

5,267

－

人

千円

－

9.00 －

単位当たりコスト①

時間外勤務手当

必要人員

コ ス ト

単位

単位当たりコスト②

実績値

対　前　年　比 100.00% －

23年度

合計

24年度

0.34

12,037

千円

今後の計画値
（計画年度）

25年度

人

－

12.00

－12.00

8,837

千円

実績値

単位

回

72.00

合計

居宅介護支援事業所連絡
協議会

○

相談件数

職員の能力開発のための対策は十分になされている

―

×

目的が達成できるような事務事業の内容である

月1回開催の出席

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

備 考
（指標の計算方法、算式等）

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

主任介護支援専門員としての相談
や介護支援専門員からのケアプラ
ン等の相談件数（月平均）

年度

911

件

合計

○

市民への情報提供を行っている

371

人

専門性をもった人材を活用できている

目標年度に目標を達成できそうである有
効
性

市
民
参
画

○

―

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

年度 ―

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

対　前　年　比

地域包括支援センター運営協議会において情報提供を行なうと
ともに、事業の意見や承認を得ている。

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

岩崎　猛主務課長氏名
継続する

予算（大事業）名 改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

資源配分の方向性
完了した休止、廃止をする

解決できていない課題

今後地域包括ケアを推進するための地域ケア会議を平成２５年度は開催
していきたい。

優先的に継続する

出席者（平成２５年３月１４日に
研修会として開催）

主任介護支援専門員としての相談
や介護支援専門員からのケアプラ
ン等の相談時間（月平均）

居宅介護支援事業所連絡協議会の開催支援や情報提供を行なってい
る。また、介護支援専門員に対して、困難事例や相談事例に対する
後方支援を行なった。地域包括ケア会議については、安芸高田市と
吉田総合病院・安芸高田市医師会の協働で3月に地域包括ケアを推
進するための研修会を開催した。また、来年度も地域ケア会議など
地域包括ケアの推進を図っていく予定である。

縮小して継続する

－

②
年度

①

改善項目

年度

目標値
（目標年度）

備 考
（指標の計算方法、算式等）

他事業と統合する

－

年度

25年度

年度

－

24年度

75.00

89.00

25.00

－

実績値

単位当たりコスト③

指
標

地域包括ケア会議開催
単位

人

実績値
相談・対応時間

分

計画値

コ ス ト

対　前　年　比 －

－

279.00

330.00

－

年度

参加延べ人数

319.00

325.00

23年度

計画値

実績値 －

－

計画値

実績値

　
　
成
果
指
標

単位

人

単位

計画値居宅介護支援事業所連絡
協議会

単位

単位 計画値

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

実績値

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 －

指標化できない成果
困難事例のの相談には、全て１週間以内には対応している。

ｱｳﾄ

ｶﾑ

293 福祉保健部 高齢者福祉課（包括的・継続的ケアマネジメント支援事業）



月 ～

主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

16

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

対　　　象
（誰のために）

13

緊急通報装置設置事業

3

中事業

大事業
地域支援事業

1
施　 策

介護保険特別会計

主な
関連

予算・
事業名

298

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

福祉保健部　高齢者福祉課担当部課

作成者氏名

項

目

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
(47)1281

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている6

電話
武　部　弘　典

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

　利用者数は減少しているが、高齢者の一人暮らし、高齢者世
帯は増加しているので緊急時の対応には必要な制度であると思
われる。
　民間事業者による緊急通報サービスもあるが、低所得者には
負担が大きいため、市が実施する必要がある。

○

○

チェック

×

地域支援事業費

包括的支援事業・任意事業費

任意事業費

任意事業費

任意事業費

　65歳以上高齢者のうち、病弱等のため日常生活において、特に注意を有する者。(ひとり暮らしの者、重度身体障害者で
ひとり暮らしの者、重度身体障害者又は病弱な高齢者のみにより構成されている世帯の者)

款 4

国や県と重複のない事務事業である

2

○

○

―

○

○

×

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）財源（千円）

2,334

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

1,166

直接事業費 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

財源（千円）

人件費

合計

644

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 204

人件費

24年度

国県補助金等

コスト（千円）

23年度

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト

内　　　容

国県補助金等

644

コスト（千円） 財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等754

コスト（千円）

644一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

一般財源等合計合計 1,3701,370 3,088

―

受益者負担を検証している

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

3,088

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

　在宅の一人暮らし高齢者及び高齢者のみ世帯の緊急時の不安
解消や、急病等、緊急時の対応が速やかに行われた。

　現在の緊急通報システムから新年度に向けての光ファイバーI
Ｐ電話による緊急通報システムへの移行作業を行った。
　光ファイバーIＰ電話による緊急通報システムは、従来の緊急
通報システムにあったペンダントによる通報機能がないため、
最適とはいえないが他のシステムを導入するとコストが掛か
る。このため、機能を充実させる必要がある。
　光ファイバーIＰ電話の未設置者には対応できない。○

○

×

○

○

○

―

　在宅のひとり暮らしの高齢者等が利用することにより、急病等の緊急時における不安の軽減や適切な対応が受けられるこ
とを目的とする。

　あらかじめ消防署や緊急通報協力員の電話番号を登録し、緊急時に通報器又はペンダント型発信の通報ボタンを押すこと
により指定の通報先に自動的に通報する緊急通報器を貸与する。

一般財源等

○

○

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

○

単位あたりコストを削減することはできない

×

×

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

目標年度に目標を達成できそうである

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

合計

単位

台

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

644

実績値

644

備 考
（指標の計算方法、算式等）

人

千円

年度

人

千円

440

0.14

単位当たりコスト①

計画値

－

有
効
性

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

0.00% －

合計

20.00

24年度

3

－

－

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

0

25年度

30

－

新規設置台数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

－
利用者数

7.00

合計

人

指　標　名　等

1,370

必要人員

1,370

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

326

74.09%

10

3,088

　利用者の緊急時の協力員としての近隣住民等の協力を得て運
営できた。

―－

0.28

3,088

―

―

―

○

○

―

○

○

―

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

―

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

実績値

25年度

単位

指　標　名

－

単位 計画値

　
　
成
果
指
標

単位

回

単位

計画値

実績値
緊急出動回数

単位
指
標

通報件数
－ －

－

－

計画値

実績値

－回 実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

－

10.00 10.00

－ －

－

320

23年度 24年度

285.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

誤報や電池切れによる通報も含む

目標値
（目標年度）

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

光ファイバーIＰ電話による緊急通報システムへの移行作業

解決できていない課題

光ファイバーIＰ電話の未設置者への対応

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

岩﨑　猛

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果
ひとり暮らし等高齢者の不安解消

－実績値

③

年度
ｱｳﾄ

ｶﾑ

298 福祉保健部 高齢者福祉課（緊急通報装置設置事業）



年 月 ～ 年 月 ○

○

備考欄（留意事項）

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

　県内市町村で、安芸高田市と同様に小学校卒業までを対象と
しているのは竹原市をはじめ６市町。義務教育期間終了までを
助成対象にとの要望もあるが、義務教育終了までを対象として
いるのは三次市をはじめ３市町にとどまっている。しかしなが
ら、受給資格の市町単独での拡大は県内２３市町中２２市が
行っており、市民のニーズには適正に対応しているといえる。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている5

電話
逸見寿教

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
(42)5619

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

乳幼児医療公費負担事業費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

福祉保健部　保健医療課担当部課

作成者氏名

302

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

社会福祉医療公費負担事業費

社会福祉医療公費負担に要する経費

対　　　象
（誰のために）

受給対象者は0歳児～小学校卒業までの乳幼児及び児童（以下「乳幼児等」という）。安芸高田市に住所を有しており、か
つ医療保険の加入者であるものに限る。申請者は乳幼児等を養育しているもの。

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

乳幼児等医療公費負担事業

3 平成

○

○

○

○

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 16

施　 策 福祉医療の充実
3

25 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

　医療費は増加傾向にある。制度の浸透がうかがえる。

　広島県内で受益者負担を設けていない市町は３市町ある。し
かし、一定の受益者負担は必要と考える。 また、事務の効率化
のためには、支所との役割の明確化、チェックリストの作成な
ど、事務の効率化を図る

47,518

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

62,647一般財源等合計 43,36359,993 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

○55,527一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

17,257

乳幼児等の医療に要する費用の一部を支給することにより、乳幼児等の疾病の早期発見及び治療を促進し、もって乳幼児等
の健やかな育成を図ることを目的とする。

受給対象者の医療費の自己負担（未就学児2割、小学生3割）の自己負担分を一部助成。医療機関での医療費の自己負担は1医療機関につ
き1日500円。平成18年7月末までは受給申請者の所得制限をもうけていたが、平成18年8月1日以降はその制限を廃止した。平成21
年度から小学6年生まで支給対象を拡大。また、現在、未就学児については、年1回受給対象者の誕生月に更新申請を要しているが、21
年12月から所得等の確認の同意書を支給申請者から求め、公簿等で受給要件が確認可能な場合は自動更新とする予定である。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等59,028 15,129

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 58,473

人件費

×

72,784

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

×

×

○

○

○

○

合計

○

○

○

72,784 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

1,520

16,630

3,619

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている 　制度の周知については、受給もれが生じないよう、出生、転
入の際に周知を徹底している。更新については、自動更新とし
て所得の確認が可能な方には証の交付を行い送付している。

―

60,485,000.00

－

0.43

47,51862,647

49,602,000.00

2,667.00 受給者総数を計上2,885.00

36,076.00

57,604,000.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

36,147.00

31.00

合計

人

指　標　名　等

43,363

必要人員

59,993

108.69%

－
乳幼児医療費支給件数

38,620.00

乳幼児医療費支給額

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

54,937,172.00

合計

65.00

24年度

54,861,367.00

－

34,358.00

有
効
性

○

―

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

―

100.14% －

2,720.00

計画値

－

人

千円

33,257.00

0.18

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

件数＝レセプト件数＋現金給付支
給件数

年度実績値

55,527

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

円

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

72,784

医療費支給額＝現物給付＋現金給
付

目標年度に目標を達成できそうである

―

○

―

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

中元　寿文

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

義務教育である中学生への年齢拡大の要望を取り入れ、平成２５年
度から実施できるよう整備できた。

解決できていない課題

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

支給件数/受給者数
医療費給付額の動向を確認する

－

年度－

106.00%

2,667.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

受給者総数を計上

目標値
（目標年度）

2,615.00

23年度 24年度

2,885.00

2,772.00

－

12.72 13.04

13.39 13.36

－

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

単位当たりコスト③

実績値

乳幼児医療受給者数
（年度末）

対　前　年　比

人

－

2,720.00

計画値

実績値

17,193.07

20,979.00 19,818.00

22,028.00

－

－

22,237.00

13.26

医療費支給額/受給者数
医療費給付の動向を確認する

指
標

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

件

単位

円

受給者1人当たりの医療費
（乳幼児医療費分）

計画値

実績値

受給者1人当たりの受診件数
（乳幼児医療費分）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 20,979.00 19,818.00 －円

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

302 福祉保健部 保健医療課（乳幼児等医療公費負担事業）



年 月 ～ 年 月 ○

×

備考欄（留意事項）

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

 県統一の制度の見直しにより利用者の負担増となっている。そ
れに対する市の対応を検討するため、他団体との比較・他県制
度の状況の把握の必要性がある。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている5

電話
逸見寿教　桑田志津

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
(42)5619

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

重度心身障害者医療公費負担事業費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

福祉保健部　保健医療課担当部課

作成者氏名

309

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

社会福祉医療公費負担事業費

社会福祉医療公費負担に要する経費

対　　　象
（誰のために）

受給対象者は以下の条件を満たすもの。　①安芸高田市に住所を有すること。(ただし、住所地特例を除く)　②身体障害者
手帳1級～３級・療育手帳A・A・Bの所持者であること。　③医療保険に加入していること。　④本人・配偶者・扶養義務
者のいずれもの所得がそれぞれ基準額未満であること。

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

重度心身障害者医療公費負担事業

3 平成

○

○

○

○

○

○

―

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 16

施　 策 福祉医療の充実
1

25 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

①重度障害者は医療を受けることが多く（体調維持等）、その
ため医療費も高額になりやすいため、当医療費支給制度により
経済的な負担軽減対策を行い、安心して医療を受けられる環境
を整備することで、重度障害者の健康保持と生活の安定を図

　県補助のため、県財政の悪化により補助が削減されれば財政
的に負担が増大する可能性がある。制度の変更によっては制度
説明や、制度周知のため事務負担増、それによる人件費の増大
が予想される。

80,039

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

156,936一般財源等合計 81,438157,194 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

○83,525一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

83,553

重度心身障害者に対し、医療費の一部を支給することにより、健康の向上に寄与し、もって重度心身障害者の福祉の増進を
図ることを目的とする。

保険給付の受けられる医療費の自己負担を１部助成。受給対象者の自己負担は1医療機関につき外来1日２００円（月４回
まで）入院１日２００円（月１４日まで）となる。保険薬局で薬剤の支給を受けた場合は一部負担金はかからない。県外受
診をした場合は、申請により一部自己負担金をのぞく額の償還払いが受けられる。治療用装具を作った場合は申請により自
己負担分は全額償還払いを受けることができる。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等150,034 76,897

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 151,450

人件費

○

167,078

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

○

×

○

合計

○

○

○

167,078 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

5,744

75,756

6,902

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている 　重度心身障害者の当医療制度の利用から、高度な医療への給
付の充実を図ることで該当者の経済的安定化を図り、また療
育・リハビリテーションへのさらなる参加の促進を促すことで
人間（対人）関係が良好となる。このことから円滑な治療効果
が期待でき、市民ボランティア・ＮＰO・社会福祉法人等によ
るイベント・福祉施設のさらなる発展に寄与することが期待で
きる。

×

163,973,000.00

を整備することで、重度障害者の健康保持と生活の安定を図
り、福祉の増進に寄与することができる。
②当医療費支給制度により、重度心身障害者医療被保険者への
適切な医療給付が十二分に確保・第三者による人的配慮の促進
等、重度心身障害者の健康の増進につながり、自立支援と社会
参加に寄与している。
③制度の周知の方法の検討、本庁・支所間の情報共有の方法の
見直し、職員の制度理解のための研修などを行うことで、制度
周知に係る事務負担増をおさえることが可能であると見込まれ
る。

－

0.82

80,039156,936

142,290,000.00

1,349.00 受給者総数を計上1,247.00

30,297.00

156,165,000.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

31,834.00

117.00

合計

人

指　標　名　等

81,438

必要人員

157,194

109.32%

－

重度心身障害者医療費支給
件数

31,315.00

重度心身障害者医療費支給
額

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

147,311,366.00

合計

124.00

24年度

148,728,151.00

－

29,703.00

有
効
性

○

×

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

99.05% －

1,376.00

計画値

－

人

千円

29,121.00

0.68

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

件数＝レセプト件数＋現金給付支
給件数

年度実績値

83,525

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

円

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

167,078

医療費支給額＝現物給付＋現金給
付

目標年度に目標を達成できそうである

―

○

―

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

中元　寿文

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

　社会福祉課と連携し、新規の対象者には申請漏れのないよう対象者に
案内しているが、市役所を通さない手帳所持者（転入・療育手帳の再交
付による障害状況の変更）などへの申請勧奨ができていない状況があ
る。あらゆる機会を通して、周知徹底を図ることが課題である。

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

支給件数/受給者数
医療費給付の動向を確認する

－

年度－

98.26%

1,349.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

受給者総数を計上

目標値
（目標年度）

1,323.00

23年度 24年度

1,247.00

1,300.00

－

22.01 24.49

25.11 23.11

－

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

単位当たりコスト③

実績値

重度障害者医療受給者数
（年度末）

対　前　年　比

人

－

1,376.00

計画値

実績値

114,105.85

112,417.00 113,316.00

118,038.00

－

－

119,166.00

22.01

医療費支給額/受給者数
医療費給付の動向を確認する

指
標

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

件

単位

円

受給者１人当りの医療費
（重度障害者医療費分）

計画値

実績値

受給者１人当りの受診件数
（重度障害者医療費分）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 112,417.00 113,316.00 －円

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

309 福祉保健部 保健医療課（重度心身障害者医療公費負担事業）



年 月 ～ 年 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 16

施　 策 福祉医療の充実
2

25 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

○

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

ひとり親家庭等医療公費負担事業

3 平成

社会福祉医療公費負担事業費

社会福祉医療公費負担に要する経費

対　　　象
（誰のために）

ひとり親家庭等医療の受給対象者は次の条件をすべて満たす者。ひとり親家庭の父又は母及び児童（児童の年齢は0歳～18
歳に達する日以後の最初の3月31日まで）であること。医療保険に加入していること。ひとり親家庭の父又は母が安芸高田
市に住所を有していること（住所地特例対象者は除く）。所得税非課税世帯であること。

一般会計

322

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

福祉保健部　保健医療課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
(42)5619

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

ひとり親家庭等医療公費負担事業費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている5

電話
逸見寿教　桑田志津

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

  父子家庭、母子家庭にあっては家計に占める医療費の割合も
大きいことから、この事業に関する関心は高い。父子、母子家
庭の保健の向上に寄与することで、ひとり親家庭の生活の安定
をはかることは社会的にも意義の大きいことである。

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

3,041

4,118

3,535

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

×

○

8,969

○

合計

○

○

○

○

○

○

○

8,969

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 8,213

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

4,480

ひとり親家庭の父又は母及び児童等に対し、医療費の一部を支給することにより、その保健の向上と生活の安定を図ること
を目的とする。

受給対象者の医療費の自己負担分一部助成。平成18年7月末までは医療費と自己負担分全額を公費が負担していた。しか
し、ひとり親家庭等医療費公費負担事業を今後とも安定的で持続可能な事業とするために、受益と負担の関係の見直しを
図った結果、平成18年8月1日以降は1医療機関につき1日250円の一部負担金を導入した。平成20年8月1日以降は一日
５００円となった。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等7,303 3,741

4,489一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

○一般財源等合計合計 7,13611,254 一般財源等 10,838

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

7,097

　広報や更新案内を通じて周知に努めている。

　受給対象者に広報により制度周知を図っているが、対制度の
対象者が全員申請しているかどうかは確認ができない。平成
22年8月からは、父子家庭の父子にも児童扶養手当が支給され
ることとなったが、児童扶養手当の受給をうけているにも関わ
らず、ひとり親家庭等医療についての申請をされていなかった
ケースもあり、周知については課題が残っている。

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

○

―

合計

―

―

8,969

医療費支給額＝現物給付＋現金給
付

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

円

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

4,489

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

件数＝レセプト件数＋現金給付支
給件数

年度

人

千円

2,870.00

0.36

単位当たりコスト①

88.56% －

280.00

計画値

－

有
効
性

○

―

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

―

合計

63.00

24年度

7,920,433.00

－

2,927.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

7,013,979.00

ひとり親家庭医療費
支給件数

3,468.00

ひとり親家庭医療費
支給額

－

実績値

計画値

101.39%

－

62.00

合計

人

指　標　名　等

7,136

必要人員

11,254

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

2,910.00

2,986.00

8,078,872.00

316.00 274.00 受給者総数を計上

10,838

7,997,000.00

－

0.42

7,097

　総合窓口課と連携し受給対象者への申請勧奨に努めている。
また広報への掲載も行い制度の周知をはかっている。

―

8,240,418.00

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

―

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

件

単位

円

受給者１人当たりの医療費
（ひとり親家庭医療費分）

計画値

実績値

受給者１人当たりの受診件
数（ひとり親家庭医療費分）

指
標

単位

単位

30,323.00

－

－

29,430.00

10.66

医療費支給額/受給者数
医療費給付の動向を確認する

計画値

実績値

25,306.00

29,444.00 21,581.00

－

280.00

実績値

単位当たりコスト③

実績値

ひとり親医療受給者数
（年度末）

対　前　年　比

人

計画値

コ ス ト

計画値

－

10.70 8.95

10.97 10.91

－

269.00

23年度 24年度

316.00

325.00

120.82%

274.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

受給者総数を計上

目標値
（目標年度）

年度

支給件数/受給者数
医療費給付の動向を確認する

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

中元　寿文

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

円

指標化できない成果

－実績値 29,444.00 21,581.00 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

322 福祉保健部 保健医療課（ひとり親家庭等医療公費負担事業）



年 月 ～ 年 月

備考欄（留意事項）

　平成２４年度６月期（平成２４年２月～同年５月）分の支払
いについて。
　平成２４年２･３月分＝子ども手当（特別措置法）による対
応。
　平成２４年４･５月分＝児童手当（新法）による対応。
　以後は児童手当（新法）により継続。

○

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

○

○

国や県と重複のない事務事業である

○

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

作成者氏名

1

款

0826
(47)1283

1

対　　　象
（誰のために）

4 平成

チェック

○

○

○

担当部課

○

電話
升田和彦

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

子どものための手当給付事業費

民生費

児童福祉費

福祉保健部　子育て支援課

2

3

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

子どものための手当の支給に要する経費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

303

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている5

施　 策 子育て支援の充実
1中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

１５歳到達後の最初の３月31日までの間にある子ども（中学校修了前の子ども）を養育している方

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

子ども手当(児童手当）給付事業

24 一般会計

子どものための手当費

―

25 3

主要施策 3.社会全体で支える福祉の充実
項

目

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

○

○

○

○事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

81,887一般財源等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

　認定請求･届出手続きの漏れ防止のため、制度周知を図る。

―

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

受益者負担を検証している

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

452,390合計 65,715507,744 合計

コスト コスト（千円）

7,969 人件費 受益者負担

一般財源等

効
率
性

受益者負担

コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 444,366 376,795

　父母その他の保護者が子育てについての第一義的責任を有するという基本的認識の下に、児童を養育している者に児童手
当を支給することにより、家庭等における生活の安定に寄与するとともに、次代の社会を担う児童の健やかな成長に資する
ことを目的とする。

支給月額（児童1人当たり）
０～３歳15,000円　3歳以上小学校修了前　第1.2子10,000円　第3子以降15,000円　中学生10,000円を支給。
※　平成24.6月分より所得制限あり。所得制限を超過する受給者は特例給付として扱い、一律5,000円を支給。
支給時期：毎年2月･6月･10月に各々の前月分までを支給。公務員は勤務先から支給。（国の制度で、基準に沿って支給）

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等445,285 370,503499,775

財源（千円）

―

―

―

○

○

444,366

コスト（千円）

直接事業費

財源（千円）

国県補助金等

合計

○

○

成果指標について当初設定した計画値が達成できた67,571一般財源等

人件費

442,029

7,105人件費

23年度 24年度

受益者負担

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

1,836.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている ―

目的が達成できるような事務事業の内容である

専門性をもった人材を活用できている1,836.00

81,887

今後の計画値
（計画年度）

25年度
備 考

（指標の計算方法、算式等） ―

―

―

―

―

―

－

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画 市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている ―

―

452,390

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

96.72%－

時間外勤務手当 千円

23年度

273.00

合計

人

指　標　名　等

65,715

必要人員

507,744

0.93

合計

24年度

児童手当受給者

－

実績値

計画値

単位

対　前　年　比

1,925.00

計画値

単位当たりコスト①

児童手当の支給対象となる
児童数

79.00

活
動
・
結
果
指

単位

人

人

対　前　年　比

実績値

1,938.00

有
効
性

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

－

3,268.003,379.00

3,268.003,379.00

年度

人

千円

人0.85

94.74% －

支給対象となる児童数
（２月期支払実績より）

年度

－

－

－

－

1,938.00

コ ス ト

単位当たりコスト②

コ ス ト

444,366

受給者（2月期支払実績より）

目標年度に目標を達成できそうである千円

合計

○

成果指標について当初設定した計画値が達成できた67,571

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

可愛川　實知則主務課長氏名

改善項目

①

②

　制度改正に伴う周知広報を実施。
　認定請求・届出手続きに漏れがないよう、月１回住民基本台帳と
児童手当台帳の情報の突き合わせを行なっている。

解決できていない課題

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

縮小して継続する

年度

年度

年度

－

完了した

年度

今年度までに実施した改善内容

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

1.00

－

－ －

23年度 24年度

－

2.00

指
標

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

単位

単位

－

－

－

－

　
　
成
果
指
標

単位

回

単位

計画値

実績値
広報「安芸高田」への掲載

指　標　名

単位 計画値

計画値

実績値

－

実績値

25年度

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度－

指標化できない成果

実績値
ｱｳﾄ

ｶﾑ

303 福祉保健部 子育て支援課（子ども手当（児童手当）給付事業）



年 月 ～ 年 月 ○

×

国や県と重複のない事務事業である

○

○

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

備考欄（留意事項）チェック

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

担当部課

作成者氏名

1

款

　平成23年4月に当該事業は、「安芸高田市虐待等防止ネット
ワーク」の組織にDV・児童虐待の対応担当組織として編入さ
れ、位置づけられた。

　児童虐待については、母子保健・保育施設・教育現場での早
期発見・早期対応が求められ、その情報を一連の機関が共有で
きる仕組みが重要となる。妥

当
性

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている4

電話
益　原　辰　弥

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

0826
(47)1283

2

子育て支援センター運営費

民生費

児童福祉費

福祉保健部　子育て支援課

2

3

児童福祉施設費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

304

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

子育て支援の充実
中事業

大事業
施　 策

子育て支援センターの運営に関する経費

1

主な
関連

予算・
事業名

対　　　象
（誰のために）

安芸高田市内の児童

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

要保護児童対策事業

4 平成

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 19

×

○

○

○

×

項

目

25 3

主要施策 3.社会全体で支える福祉の充実

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

　虐待等防止ネットワークの組織にDV・児童虐待の対応担当
組織として位置づけられたことにより、ケース対応の際に、迅
速に関係機関との連携をとることができる。

○人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

○

○

受益者負担を検証している

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない
効
率
性

4,179 4,179合計 3,427一般財源等 一般財源等合計

コスト（千円）

25年度

直接事業費

コスト（千円）

直接事業費国県補助金等

財源（千円）財源（千円）

要保護児童（養育環境に課題のある児童）の早期発見と適切な保護を図る。

関係機関が情報を共有し、適切な連携のもとで要保護児童の対応を行う。
１．実態の把握　２．関係機関との情報交換・連絡調整　３．相談・受付　４．不登校児童、費虐待児童、子育てに支援を
要する世帯への対応　５．広報啓発活動の推進　６．対応職員及び関係機関を含めた研修活動

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

受益者負担

3,427

人件費 受益者負担

○

○

―

○

○

○

受益者負担

0

○

○

○

―

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

国県補助金等

0一般財源等合計

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

3,427

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

人件費4,179人件費

23年度 24年度

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

×

―

―

14.00

－

－

4,179 4,179

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）
56,083.3365,430.56

0.50

46.00

実績値

単位当たりコスト①

千円

23年度

117.00

合計

人

指　標　名　等

3,427

必要人員

コ ス ト

単位当たりコスト②

計画値

時間外勤務手当

単位

対　前　年　比

コ ス ト

ケース会議
計画値

－ 職員の能力開発のための対策は十分になされている

24年度

12.00

650,000

92.3%

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

36.00

42.00

116.67%

－

46,428.57

2,355,500 2,355,500

－

116.67% －

54,166.67

650,000

102.9%

42.00

合計

実務者レベルの会議

年度

年度
活
動
・
結
果
指

単位

件

回

対　前　年　比

実績値

0.40

25年度

14.00
受付件数

千円

人

3,427

―

人

H24 継続(9)＋新規(5)

有
効
性

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

市民への情報提供を行っている

―

○

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

―

目標年度に目標を達成できそうである

専門性をもった人材を活用できている

○

―

―

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

市
民
参
画 市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

千円

0合計 成果指標について当初設定した計画値が達成できた

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

可愛川　實知則資源配分の方向性

改善項目

①

②

予算（大事業）名

年度

相談件数

今年度までに実施した改善内容

　虐待等防止ネットワークで市役所内関係部局間及び関係機関・団
体との連携の充実を図った。
　児童虐待防止パンフレット（冊子）を平成２４年１２月に各戸配
布した。

解決できていない課題

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

年度－

年度

年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

完了した

縮小して継続する

－－

23年度 24年度

－

6.00 5.00

－実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

計画値

実績値 1.00 1.00 －

－

25年度

児童虐待防止の広報

指
標

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

件

単位

回
広報活動

計画値

実績値
新規受付件数

計画値

実績値

単位

指　標　名

－

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度

指標化できない成果

実績値 1.00 1.00

　児童虐待の予防、早期発見、早期対応、家族の援護

－回
ｱｳﾄ

ｶﾑ

304 福祉保健部 子育て支援課（要保護児童対策事業）



年 月 ～ 年 月

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

児童福祉施設費

子育て支援センター運営に関する経費

目

25 3

主要施策 3.社会全体で支える福祉の充実

○

×

○

×

×

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

育児支援家庭訪問事業

4 平成

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 18

対　　　象
（誰のために）

出産後、間もない時期の乳幼児を養育している世帯のうち、育児ストレス･ノイローゼ等により児童虐待のリスク等を有する世帯。
具体的には、乳幼児又は児童が疾病･障害等を有し、養育者の育児に負担がかかると認められる場合。
尚且つ、他の援助が受けることが出来ず、家事･育児が困難である場合。
　以上の状態にある世帯について、関係機関と協議のうえで「訪問による支援を要すると認められる世帯」を対象とする。

1中事業
施　 策 子育て支援の充実

一般会計

2

事務事業の概要（Plan）

307

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

福祉保健部　子育て支援課

2 緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている4

電話
益　原　辰　弥

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

○

　こどもの養育に関し、養育者の様々な課題や状況により問題
を抱える世帯が増加しつつあるため、一定程度の行政上のサー
ビスを用い介入を必要とする。
　但し、提供できるサービスが養育者のおかれている状況に必
ずしもマッチしていない場合があり、ニーズを把握した上で、
可能な限り柔軟な対応も検討する。

担当部課

作成者氏名

1

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

チェック 備考欄（留意事項）

○

款

0826

3

(47)1283

児童福祉費

子育て支援センター運営費

民生費

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

○

×

国や県と重複のない事務事業である
事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

人件費

23年度 24年度

1,285

183

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

0

2,090

○

×

○

183

コスト（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

合計

人件費

×

○

―

×

事務事業の効果を適正に把握している

92一般財源等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

　以上の状態にある世帯について、関係機関と協議のうえで「訪問による支援を要すると認められる世帯」を対象とする。

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費

コスト（千円）

国県補助金等0

財源（千円）

91

育児支援が必要と認められる世帯に対し、家事・育児等の支援を通じ養育者の養育力の育成・向上を図る。
支援の対応から、虐待リスクを解消することで乳幼児の生活の安全、福祉の向上を図る。

安芸高田市社会福祉協議会からヘルパーを派遣し、家事に関する援助・外出にかかる介助・育児に関する援助等を行う。
利用回数は１日あたり１回として、１度の申請により１０回までの利用を上限とし、回数を超える場合は再度の申請とす
る。
１回あたりの利用時間は１．５時間程度。派遣に係る利用料については個人負担は無い。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等0 0

受益者負担受益者負担

一般財源等合計1,285 2,090

効
率
性

受益者負担

合計 1,285 一般財源等

受益者負担を検証している

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

　要支援者の支援について適宜、支援連絡会議を開催する。
保健医療課（母子保健担当）・社会福祉協議会（受託事業者）
と子育て支援課の3者連携による事業である。
　また、関係機関担当者により、ケース毎に支援方法について
評価・分析・課題・計画の見直しにかかる支援連絡会議を随時
行う。

―

×

　養育を受ける児童の生活上の安全・健康・福祉の向上を最優
先にし、関係機関との連携を密に行う。
　要保護児童対策の側面を有するため、母子保健担当・保育施
設・学校教育機関等、情報の共有が重要である。

○

○

2,090

―

○

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

―

市
民
参
画 市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

―

市民への情報提供を行っている ―

―

○

―

―

183

目標年度に目標を達成できそうである

人 成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

合計

25年度
○

千円

92合計1,285 2,090

実績値

対　前　年　比

年度

－

－

年度

対　前　年　比

コ ス ト

人 0.000.00

千円 有
効
性

人

備 考
（指標の計算方法、算式等）

－

5.00

○今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

0.00

5.00

延べ支援回数
50.00

支援者数

－

実績値

0.00

単位当たりコスト①

必要人員

計画値

コ ス ト

単位当たりコスト②

単位 50.00

#DIV/0! －

#DIV/0!

－
活
動
・
結
果
指

75.00

時間外勤務手当

計画値単位

75.00

指　標　名　等

人

千円

23年度

44.00

合計 1,285

人0.15

23.00

24年度

－

－

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

　この事業の実施にあたり、市社会福祉協議会・民生児童委
員・県保健所等の関係機関との緊密な連携を要す。

― 設・学校教育機関等、情報の共有が重要である。

0.25

2,090

○

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

指　標　名
　
　
成
果
指
標

単位

単位

計画値

実績値

計画値

単位 計画値

実績値

実績値 年度

コ ス ト

計画値

実績値
延べ支援時間

対　前　年　比

時間

計画値

指
標

単位

単位 75.00

0.00 0.00

実績値

単位当たりコスト③

#DIV/0!

75.00

優先的に継続する

他事業と統合する

－

－

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

目標値
（目標年度）

年度

－

－

24年度

年度

－

－

23年度

年度

－

25年度

年度

－

今年度までに実施した改善内容

備 考
（指標の計算方法、算式等） 改善項目

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

継続する

休止、廃止をする

縮小して継続する
主務課長氏名 可愛川　實知則

解決できていない課題

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

①

②

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果

実績値 年度－

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

307 福祉保健部 子育て支援課（育児支援家庭訪問事業）



年 月 ～ 年 月

3.社会全体で支える福祉の充実

25 3

主要施策

○

○

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

子育て支援等相談事業

4 平成

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 21

子育て支援の充実

対　　　象
（誰のために）

諸問題を抱える児童及び、子育てに支援を要する世帯・保護者等。

項

目

2

子育て支援センター運営費

児童福祉費

大事業
施　 策

款

児童福祉説費

子育て支援センター運営に関する経費

1

民生費

福祉保健部　子育て支援課

2

3

事務事業名

308

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

チェック

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

担当部課

作成者氏名

1

0826
(47)1283

4

電話
益　原　辰　弥

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

中事業

主な
関連

予算・
事業名

一般会計

事務事業の概要（Plan）

×

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

国や県と重複のない事務事業である

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

○

○

備考欄（留意事項）

　若年出産・低年齢児を伴う離婚等による育児不安、核家族化
や景気の低迷等による養育困難の相談に加え、養育者自身の知
的・精神的な課題が見られるケースがある。
　殊に、発達障害と思われる児童を養育する保護者対応を要す
るケースも微増ではあるが増加しつつある。

○

○

○

○

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

4,367

5,570 2,913 人件費

○

―

○

×

○

×

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 4,318

財源（千円）コスト コスト（千円）

人件費

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

受益者負担 受益者負担

コスト（千円）

直接事業費

コスト（千円）

4,212

人件費

１．児童家庭相談事業　　２．子育て支援相談事業
※相談対応・家庭訪問・他機関との調整協議を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

23年度

財源（千円）

24年度

7,125 7,125一般財源等

国県補助金等

4,367一般財源等

受益者負担

合計 4,367合計 9,8889,888 一般財源等 合計

受益者負担を検証している

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある効
率
性

教育機関、児童相談所、民生･児童委員など関係機関と連携した相談･支援体制の充実。
関係機関の連携による児童･家庭･保護者を取り巻く諸課題への適切な対応により、児童の生活の安定及び健全な育成を図
る。

○

　養育者の持つ課題の性質によっては対応が長期化する。

○

―

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

○

×

○

○

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

相談者数　  35人

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画 市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

市民への情報提供を行っている

千円

人

―

―

―

―

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

単位

回

回

対　前　年　比

子育て支援相談回数

児童家庭相談回数
計画値

コ ス ト

人

7,125 7,125 4,367合計 4,367

相談者数　  50人

年度

年度

0.65

単位当たりコスト①

コ ス ト

単位当たりコスト②

単位

対　前　年　比

－

－

－

10,469.39

161.00

325.00

目標年度に目標を達成できそうである千円

備 考
（指標の計算方法、算式等）

82.14%

今後の計画値
（計画年度）

－535.00

25年度

2,157,900

12,759.01

4,033.46

－

325.00

2,052,000

専門性をもった人材を活用できている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

有
効
性

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

－

201.13% －

2,054,200

時間外勤務手当

計画値

活
動
・
結
果
指

32.00

24年度

266.00

191.00

－

合計

325.00

196.00

9,888

0.35

9,888

指　標　名　等

実績値

実績値

8,030.08

千円

23年度

人

合計

2,136,000

必要人員

325.00

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

―

○

―

○

○

―

目的が達成できるような事務事業の内容である

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

実績値

25年度

実績値
相談者数

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

　
　
成
果
指
標

単位

人

単位

回
相談回数

計画値

単位

696.00

－

計画値

実績値

650.00

649.00

－

－

単位

－

650.00

23年度 24年度

計画値

コ ス ト

計画値

対　前　年　比

指
標

単位当たりコスト③

－

実績値

－

116.00 85.00

120.00 120.00

目標値
（目標年度）

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

完了した

縮小して継続する年度

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

年度

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

－

改善項目

①

②

予算（大事業）名

優先的に継続する

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

可愛川　實知則主務課長氏名

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

回

指標化できない成果

696.00実績値 649.00 － 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

308 福祉保健部 子育て支援課（子育て支援等相談事業）



年 月 ～ 年 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 16

施　 策 子育て支援の充実
1

25 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

―

○

×

―

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

児童福祉総務管理事業

3 平成

児童福祉総務費

児童福祉の一般管理に要する経費

対　　　象
（誰のために）

安芸高田市内（向原町）の児童

一般会計

521

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

児童福祉費

福祉保健部　子育て支援課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
(47)1283

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

児童福祉総務管理費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
井木　みつ恵

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

児童遊園地の日常の管理等地元でされている。遊具点検等に関
しては、安全面から市で行なっている。利用実態に応じ、管理
主体を整理する必要性はある。

款 3

国や県と重複のない事務事業である

2

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

857 2,925

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

―

―

813

○

合計

○

○

―

―

―

―

―

813

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 1,293

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

健全な遊びの場を提供し、健康の増進、健全育成を図る

児童公園（5園）・プール（1箇所）の適正な管理運営

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等1,069

813一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

―一般財源等合計合計 2,1502,150 一般財源等 3,994

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

3,994

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

○

○

合計

○

―

813

夏休み実施日数
H24年度　　15日
H23年度　　15日

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

813

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

年度

人

千円

0.10

単位当たりコスト①

84.51% －

30,281.69

計画値

－

有
効
性

―

―

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

○

合計

32.00

24年度

71.00

3,994

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 2,150,000

60.00

向原寺山プール利用者のべ
人数

－

実績値

計画値

－

66.57

29.00

合計

人

指　標　名　等

2,150

必要人員

2,150

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

70.00

3,994

70.00

－

0.35

3,994

―

70.00

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

計画値

実績値

指
標

単位

単位

－

－

計画値

実績値

－実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

－－

23年度 24年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

管理を地元に委託している。

解決できていない課題

利用実態の把握

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

　可愛川實知則

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果
児童公園の利用頻度、満足度

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

521 福祉保健部 子育て支援課（児童福祉総務管理事業）



年 月 ～ 年

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 18

施　 策 障害福祉の充実（社会福祉課）
1中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

○

○

―

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

自立支援給付事業

4 平成

障害者福祉費

障害者自立支援訓練等給付に要する経費

対　　　象
（誰のために）

障害福祉サービス利用者
自立支援医療（更生医療）更生医療が必要な身体障害者
自立支援医療（精神通院）集中・継続的な精神の病気の治療で通院している人、

一般会計

310

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

福祉保健部　社会福祉課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
(42)5615

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

障害者自立支援訓練等給付費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
北森　智視

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

20,786

544,468

11,429

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

―

805,579

○

合計

―

○

―

―

―

―

―

805,579

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

×

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 752,345

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

障害者の自立支援を目的に社会参加の促進を図るため、施設を利用して就労訓練や日常生活訓練などの自立訓練をはかり、
居宅介護（ホームヘルプ）サービスや短期入所（ショートステイ）サービスを利用したり、地域生活を行っていくために、
障害者同士が共同生活（グループホーム）を営んだりする。また身体障害者の日常生活、職業生活を改善し、その福祉の増
進や精神障害者が自立した日常生活または社会生活を営むために必要な医療を受けられるよう支援する。

居宅介護（家事援助、身体介助）サービス，短期入所，グループホーム，施設入所支援（自立訓練,就労移行支援,就労継続
支援），補装具給付事業等の福祉サービス、自立支援医療給付〔精神通院）、更生医療給付を利用しながら、障害者の自立
に向けた生活を様々なサービスを組合せて支援する。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等801,955 611,455

805,579一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

―一般財源等合計合計 228,663773,131 一般財源等 813,384

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

201,929

　障害者本人や、その家族からの申請に基づき、支給決定事務
を行っている。
　今年度からは、相談支援の充実のため、支給決定プロセス
（サービス等利用計画案の勘案）が見直された。これにより、

　本市は、人口規模に比較し、障害者が占めるウエートが大き
く、今後も利用者の増によるコストの増加が見込まれる。
　平成25年度からは、障害者の定義に難病が加わることとな
り、障害福祉サービスの利用者も拡大することが想定される。
　また、障害福祉サービス利用者全員へ、サービス等利用計画
の作成が必須となったため、作成業務に係る事業費増額が見込
まれる。

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

―

―

合計

―

―

805,579

介護給付、訓練等給付

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

件

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

805,579

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

80.00 年間給付件数(新規・修理）

年度

7,500.00

人

千円

82.00

2.44

単位当たりコスト①

103.51% －

118,751.07

計画値

－

有
効
性

―

○

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

×

9,138,970

合計

270.00

24年度

6,061.00

770,778,895

－

80.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 719,750,264

6,274.00

身体障害者補装具給付件数
70.00

障害福祉サービス費等
給付件数

－

実績値

計画値

87.80%

－

122,852.87

595.00

合計

人

指　標　名　等

228,663

必要人員

773,131

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

10,005,002

138,958.36111,450.85

72.00

80.00

7,500.00

813,384

6,500.00

－

1.35

201,929 （サービス等利用計画案の勘案）が見直された。これにより、
サービス利用する際には、計画相談支援を行うこととなり、平
成2６年度末までには、全ての利用者に実施していく予定であ
る。
　これについては、本人や家族のニーズを把握し、支援につな
げていく上で有効と考えるが、計画相談支援を行う事業所の体
制の問題や、事務の流れが十分に確立されていないなど、課題
が多く、目標達成には困難が予想される。体制整備が必要であ
る。
　また、施設待機者数や、サービスの利用実態の把握の必要性
がある。

―

7,500.00

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

372.00 －
自立支援医療費受給者数

単位 計画値 280.00

人 実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

計画値

実績値

サービス等利用計画の
作成率

指
標

計画相談支援件数
単位

単位

－ 30.00

359.00

340.00 340.00

－

－

50.00

計画値

実績値

－件 実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

150.00

－

－ 14.00

－ －

－

－

23年度 24年度

49.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

平成27年3月末までに全てのサー
ビス利用者に計画相談支援を実施

年度末時点での有効期間者
・精神通院362人・更生医療10人

目標値
（目標年度）

年度

サービス等利用計画作成者数/
サービス利用者数

95.00

－

年度－

300.00

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

H27

年度

年度

H26

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

平成24年4月から計画相談支援が開始され、障害福祉サービスの新
規利用者、施設入所者について、サービス等利用計画の作成を実施
した。

解決できていない課題

サービス等利用計画の作成が有効なものとなるよう、相談支援体制の強
化、相談支援専門員及び、支給決定を行う市職員のスリルアップが、重
要な課題である。

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

岡島　勤

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果
障害者が福祉サービスなどを利用しながら社会参加を目指し、地域で自立した生活を送るまで
の段階的な成果を数値化できない。

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

310 福祉保健部 社会福祉課（自立支援給付事業）



年 月 ～ 年 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 18

施　 策 障害福祉の充実（社会福祉課）
1

25 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

○

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

権利擁護事業

4 平成

障害者福祉費

障害者自立支援介護給付に要する経費

対　　　象
（誰のために）

判断能力に乏しい又は恐れのある障害児者

一般会計

311

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

福祉保健部　社会福祉課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
(42)5615

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

障害者自立支援介護給付事業費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
檜山　貴治

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

・障害者自立支援法や障害者虐待防止法に基づく事業であり、
適切に対処している。
・平成24年10月から障害者虐待防止法が施行され、成年後見
制度に関する認識が深まる傾向にあり、増加が見込まれる。
・市が主体となるべき事業であり、一部の事務について委託可
能であるが、件数が少ないため、現時点では受け皿となる基幹
相談支援事業所が設置されていないため、市直営以外にはあり
えない。
・障害福祉計画策定に伴うアンケートにより、実施内容の検証
をしている。

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

6,673

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

○

379

○

合計

○

○

○

○

○

○

○

379

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 175

人件費 0

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一人で日常生活ができないなど、判断能力に欠ける障害者の財産等を管理し、本人が日常生活に困らないよう、障害につい
て援助する制度を市長が必要と判断し裁判所に申立をして権利擁護を進める

成年後見申立に必要な書類作成および後見人となる候補者選定により、障害児者の権利擁護を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等379

379一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

○一般財源等合計合計 175175 一般財源等 7,052

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

7,052

・件数が限られており、計画どおり実施できた。
・社会福祉主事任用資格所持者が担当し、幅広い相談に応じら
れるよう努めている。
・県や市高齢者福祉課が主催する成年後見制度研修会等にも積

・安芸高田市成年後見制度利用支援事業実施要綱に基づき事務
を行っている。
・平成24年10月から障害者虐待防止法が施行され、新たに権
利擁護の項目が増えている。受け皿となる基幹相談支援事業所
が本市内には設置されていないため、現状では市直営による方
法しかない。
・近隣他市町との共同運営も検討されるが、エリアが広がり迅
速な対応ができず、個人情報の取扱いもあり、現時点ではデメ
リットの方が大きい。
・件数が限られているため、コスト削減は難しい。
・成年後見市長申立てについては、利用負担可能な可能な者に
ついては負担を求めている。

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

○

○

合計

○

○

379

成年後見制度の市長申立申請まで
に至るケースは年1件程度。
・平成24年度 0件

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

件

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

379

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

成年後見制度利用支援事業対象者
に対して費用を支払っているケー
スは年1件程度。
・平成24年度 0件

年度

人

千円

1.00

0.18

単位当たりコスト①

#DIV/0! －

#DIV/0!

2.00

計画値

－

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

0

合計

160.00

24年度

0.00

0

－

1.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 0

0.00

成年後見制度利用支援件数
1.00

成年後見(市長申立）申請件
数

－

実績値

計画値

0.00%

－

#DIV/0!

合計

人

指　標　名　等

175

必要人員

175

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

379,000

#DIV/0!0.00

0.00

1.00

1.00

2.00 2.00 成年後見制度に関する利用相談件

7,052

1.00

－

0.80

7,052 ・県や市高齢者福祉課が主催する成年後見制度研修会等にも積
極的に参加し、研鑽に努めた。

・障害者自立支援協議会等の会議、障害者団体協議会におい
て、障害者虐待防止法の制度説明において報告を行った。
・要綱の公開をしている。
・市民への相談を行う任意団体のNPO法人への設立移行支援を
行った。

○

1.00

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

計画値

実績値

指
標

単位

単位

0

－

－

計画値

実績値

－

2.00

実績値

単位当たりコスト③

実績値
相談件数

対　前　年　比

件

計画値

コ ス ト

計画値

－－

0.00

1.00

23年度 24年度

2.00

2.00

8,800

4,400.00

200.00%

2.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

成年後見制度に関する利用相談件
数は年2件程度。
・平成24年度 2件

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

障害者虐待防止法が施行され、権利擁護に対するニーズは高まって
いる。今年度は担当職員の研修への参加を積極的に行い、制度理解
に関する習熟を深め、職員の能力向上に努めた。

解決できていない課題

市民への啓発活動等を積極的に行う必要がある。

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

岡島　勤

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果
成年後見を必要とする障害者が制度を利用することによる権利擁護や日常生活上の効果を評価
することは困難である。

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

311 福祉保健部 社会福祉課（権利擁護事業）



年 月 ～ 年 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 24

施　 策 障害福祉の充実（社会福祉課）
1

25 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

×

○

○

○

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

相談指導事業

4 平成

障害者福祉費

障害者自立支援介護給付に要する経費

対　　　象
（誰のために）

安芸高田市出身および在住の障害（児）者とその家族

一般会計

312

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

福祉保健部　社会福祉課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
(42)5615

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

障害者自立支援介護給付事業費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
山本　智規

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

　障害者の身近な相談窓口として相談支援センター（精神・身
体・知的）2箇所に委託しサービス利用など行政で対応できな
い部分について相談支援対応をしている。
　また、身体、知的障害者の相談員を広島県より権限移譲を受
け、平成18年より実施し、身近な相談体制を執っている。
　また、平成20年より障害者福祉相談員を市役所相談窓口と
して、配置し、より細かなサービス対応に心がけている。
　平成24年度は、自立支援協議会のなかで基幹相談支援セン
ターや、障害者虐待防止センターの設置について検討した。
　ただし、相談支援支援事業所の計画相談について解決すべき
課題が多いため、基幹相談支援センターの検討と合わせて、そ
の課題についての方針を示すことが今後必要となる。

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

9,351 5,503

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

×

○

24,984

○

合計

○

×

―

―

○

○

―

30,487

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 25,013

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

地域で安心して生活ができるよう、あらゆる関係機関が連携をして、日常生活問題の相談とその解決策を考える。

生活に必要な問題の相談事業を2箇所の障害福祉施設に委託　身体障害者相談員は旧町に各１名を知的障害者相談員は１名
を任命し配置し、障害者やその家族による相談を受け問題解決に対応してもらっている。
障害者相談員の活動について明記されたものがなく、様々な問題について相談を受ける場合について連絡会を開催。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等24,984

5,503

30,487一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

―一般財源等合計合計 34,36434,364 一般財源等 30,487

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

30,487

　障害者の身近な相談窓口として相談支援センター（精神・身
体・知的）2箇所に委託しサービス利用など行政で対応できな
い部分について相談支援対応をしている。
　また、身体、知的障害者の相談員を広島県より権限移譲を受

　相談支援業務について、日常の細かな質問等から家族全体の
支援までさまざまにあり、広域なエリアをカバーするためには
相談員や民生児童委員等との連携が重要で定期的な連絡体制が
必要である。
　自立支援協議会定例会の活発な活動により、各相談支援事業
所間、居宅介護事業所間の連携が密になるように努めている。
　今後は、相談支援事業所の総合相談化を検討していき、事務
費の軽減と併せて、相談窓口のワンストップ化も進めていく。
　各町の障害者相談員については、相談件数は少ないが、相談
窓口へ足を運べない人の受け皿となっており、また、活動に係
る報酬も少額であり、地域での相談体制を継続するためにもコ
ストを削減することはできない。

の課題についての方針を示すことが今後必要となる。

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ×

×

―

合計

―

―

30,487

自立支援協議会開催回数
・全体会議　　2回
・定例会議　　12回
・部会　　　12回
　　　発達障害学習会　0回
　　　障害児1回・基幹相談５回
　　　就労支援部会　6回

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

回

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

0.65

30,487

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

清風会　「つぼみ」
・相談者数　　　　859人
・相談件数　　　1,782件
生活支援センター「もやい」
・相談者数　　　　948人
・相談件数　　　　890件

年度

人

千円130.00

2,462.00

1.13

単位当たりコスト①

92.86% －

1,142.86

計画値

－

有
効
性

―

○

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

―

22,656,000

合計

130.00

24年度

28.00

15,000

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 32,000

26.00

障害者生活相談支援事業

自立支援協議会

－

実績値

計画値

108.53%

－

576.92

276.00

合計

人

指　標　名　等

34,364

必要人員

34,364

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

22,656,000

8,479.049,202.27

2,672.00

30.00

身体障害者相談員6名，知的障害

30,487

30.00

－

0.65

30,487 　また、身体、知的障害者の相談員を広島県より権限移譲を受
け、平成18年より実施し、身近な相談体制を執っている。
　相談支援員全員が自立支援協議会に積極的に参加している。
　また、平成20年より障害者福祉相談員を市役所相談窓口に
配置し、より細かなサービス対応に心がけている。
　今後は、総合相談や、相談のワンストップ化などを含めて検
討していく。

　全障害者への相談対応は不十分な点があるが、手帳交付時に
相談支援を行う場所を案内している。
　また、広報あきたかたにも、障害者の相談を行う場所として
毎月掲載をしている。
　自立支援協議会の活動についても市民へ伝える方法を検討す
べき。

○

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

計画値

実績値

指
標

市障害者相談員配置
単位

単位

1.00

175,700

1.00

－

－

計画値

実績値

－人 実績値

単位当たりコスト③

実績値
各町障害者相談員相談件数

対　前　年　比

件

計画値

コ ス ト

計画値

－－

1.00

1,996.59

88.00

23年度 24年度

104.00

175,700

1.00

1,689.42

118.18%

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

市に相談員を臨時職員として1名
配置している。

身体障害者相談員6名，知的障害
者相談員1名による相談受付件数

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

自立支援協議会を定例的に開催している。その定例的に開催する会
議の内容を検討し、ケア会議などの情報を提供するようした。ま
た、自立支援協議会で市内の社会福祉法人を委員で視察し、市内で
の福祉サービスについての情報共有を行った。
また、基幹相談支援センターについての方向性について協議し、設
置について協議を続けるという結果となった。

解決できていない課題

基幹相談支援センターの設置に伴う主種の課題が新たに生じている。今
後は自立支援協議会及び部内協議を通じて設置に係る課題を解決してい
く。また、センターの運営は委託によることも検討しており、自立支援
協議会の運営や虐待相談窓口等、今まで市が直営で実施している内容
を、一括して基幹相談支援センターに委託することにより、サービス内
容は維持・向上させながら、事業費と職員人件費を含めたトータルコス
トを低減させるよう、調整を進めていく。

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

社会福祉課長　岡島　勤

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果
地域で生活する障害者及びその家族等の日常生活の相談について、些細なことであっても相談
が上がってきているが、相談者の固定化など相談事例の減少が成果と判断できない。

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ
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年 月 ～ 年

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 18

施　 策 障害福祉の充実（社会福祉課）
1中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

×

○

○

○

×

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

社会参加支援事業

4 平成

障害者福祉費

障害者自立支援介護給付に要する経費

対　　　象
（誰のために）

　本市出身・在住障害児（者）

一般会計

313

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

福祉保健部　社会福祉課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
(42)5615

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

障害者自立支援介護給付事業費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
山本　智規

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

・日中一時支援（放課後一時支援）については、社会福祉法人ひとは
福祉会が運営する就労センターあっぷ（通称　ひなたぼっこ）へ委託
していたが、児童デイサービス事業所も併設され、定員枠が増加し、
利用者のニーズが反映された形となった。また、平成24年度から放課
後等デイサービス事業所「からふる」も開所していることから、日中
一時支援（放課後一時支援）については、次年度以降見直しが必要で
ある。
・スポーツレクのFD大会については、補助金で実施しているにもかか
わらず、実質的に教育委員会が主体で実施されており、大会の開催方
法について見直しが必要。実施主体が補助であるにもかかわらず行政
主体で行われることが続くようであれば、補助の打ち切りや、直営で
の大会開催なども視野にいれることが必要。
・広島県スポーツ交流センター主催の行事については、前年度23回開

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

7,497

17,719

7,196

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

×

×

63,679

○

合計

×

×

○

―

○

×

○

70,875

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 67,781

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

　障害の有無にかかわらず、すべての人が等しく社会参加の機会を有し、それぞれの立場で社会に貢献し、人間として平等
に生きていくことのできる真に豊かな福祉社会を築くため、在宅福祉サービスを中心に地域における自立を支援する。

　障害者日常生活用具給付事業、地域生活アシスタント事業、要約筆記奉仕員養成事業、手話奉仕員養成事業、声の広報等
発行事業、重度障害者移動支援事業、スポーツ・レク教室開催事業、福祉ホーム事業、コミュニケーション支援員派遣事
業、地域活動支援センター事業、ＦＤ大会、自動車運転免許取得事業、自動車改造事業、交流キャンプ事業、日中支援事業

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等63,435 13,812

7,196

70,875一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

○一般財源等合計合計 57,55975,278 一般財源等 70,631

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

56,819

・スポーツ交流センターおりづるの文化・健康教室について
は、前年度から大幅に回数を減らしたが、市内の事業所との連
携をすることで、1回ごとの参加者数を大幅に増加させること
ができた。また、事業所と連携することで、吉田町内だけでな

・ふれあいスポーツ交流会は、実行委員会に委託して行われて
いるが、会議参加者が多く、委託元である行政も会議に参加し
ており効率的とは言い難い状況である。会議参加者の選別など
を指導していきたい。また、主体となる事務局の後任の選定が
難しい状況にあり、継続した事業を展開するための事務局の選
定をおこなっていく必要がある。
・地域活動支援センターの補助金については、機能強化部分の
補助額が明確になっていないため、要綱等を整理し、補助金の
内訳を明確にしていく必要がある。

・広島県スポーツ交流センター主催の行事については、前年度23回開
催されたが、1回ごとの参加者が少なかったため、年間6回に限定し。
市内事業所と連携し、参加人数の確保と開催される教室の種目の厳選
を行った。

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

○

○

合計

○

―

70,875

給付件数
・介護・訓練支援用具　　　4件
・自立生活支援用具　　　　0件
・在宅療養等支援用具　  　1件
・情報・意思疎通支援用具 　5件
・排泄管理支援用具　　  617件
・住宅改修費　　　　 　　  0件

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

件

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

70,875

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

延べ利用者数
・NPO貴船　5,092人

年度

人

千円

3,126.00

0.88

単位当たりコスト①

95.58% －

10,761.03

計画値

－

有
効
性

○

×

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

11,609,000

合計

170.00

24年度

656.00

7,489,000

－

3,200.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 7,059,237

627.00

地域活動支援センター利用
者数

3,200.00

日常生活用具給付件数

－

実績値

計画値

162.89%

－

11,944.18

215.00

合計

人

指　標　名　等

57,559

必要人員

75,278

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

12,039,000

2,364.303,713.69

5,092.00

690.00

200.00 200.00 ・日中一時支援　156人

70,631

690.00

－

0.85

56,819 ができた。また、事業所と連携することで、吉田町内だけでな
く、市内いろいろな場所で開催し、各事業所や、障害者同士の
交流を深めることができた。
・要約筆記奉仕員養成講座・手話奉仕員養成講座については、
国の動向を把握していくことが今後必要である。
・コミュニケーション支援派遣では、特定のコミュニケーショ
ン支援員に頼ることが多いため、登録されている登録者にでき
るだけ、依頼するなど、派遣できるコミュニケーション支援員
の確保する手だてを検討すべきである。

・定期的、計画的に広報及び情報提供を行っているが、障害の
特性（視覚障害者のためにＳＰコードを付ける等）に応じた広
報にもっと配慮が必要と考える。
・FD大会については、市民主導の大会運営が求められる。

×

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

720.00 －
スポ・レク教室等参加者数

単位 計画値 600.00

人 実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

回

単位

%
スポレク教室等参加率

計画値

実績値

コミュニケーション支援派
遣回数

指
標

コミュニケーション支援員
養成講座受講者数

単位

単位

30.00

4,672,826

30.00

25.00

594.00

600.00

－

－

スポ・レク教室等参加者数/障害
者手帳所持者数174人/2,658人

計画値

実績値

25.00

22.70 6.50

－人 実績値

単位当たりコスト③

実績値
日中支援利用者数

対　前　年　比

人

計画値

コ ス ト

計画値

－

37.00 44.00

35.00 40.00

－

28.00

25,258.52

185.00

23年度 24年度

200.00

206.00

3,720,000

28.00

18,058.25

111.35%

200.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

・手話奉仕員養成講座　　 20人
・要約筆記奉仕員養成講座 8人

フライングディスク大会　選手267人　スタッフ
65人
ふれあいスポーツ交流会　選手299人　スタッフ
89人

・日中一時支援　156人
・移動支援事業　　50人

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

　スポレク教室（おりづる）については、内容を見直し、回数を減
らしたが、参加者が多く参加できるよう、市内の事業所と協働して
開催した。
　利用者が、ほとんど皆無であった重度障害者移動支援事業を平成
24年度末に廃止し、お太助タクシーチケット交付事業に統合した。

解決できていない課題

フライングディスク大会の運営主体の見直しが必要となる。また、派遣
する手話奉仕員についても、手話奉仕員養成講座と協働するような取り
組みがあれば、より多くの市民の参画が見込める。
日中一時支援の委託料についても、新たな事業所が安芸高田市内にでき
たため、見直しが必要。
手話奉仕員派遣は、特定の人間を派遣することが多いため、派遣調整を
メールで一斉送信するなどの方法を検討すべき。

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

社会福祉課長　岡島　勤

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

%

指標化できない成果
スポレク教室については、平成23年度は年間23回開催したが、平成24年度は、おりづるの
都合により、年間6回の教室開催となった。

－実績値 22.70 6.50 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

313 福祉保健部 社会福祉課（社会参加支援事業）



年 月 ～ 年 月 ○

○

備考欄（留意事項）

1

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

障害者自立支援介護給付事業費

チェック

障害者が福祉サービスを利用しながら地域で自立生活をするた
め、障害程度区分認定事業は必要不可欠な事業である。

○

○

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
森山　祐

市民のニーズを的確に把握している

0826
(42)5615

1

款

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

国や県と重複のない事務事業である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

福祉保健部　社会福祉課担当部課

作成者氏名

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

3

314

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

障害者福祉費

障害者自立支援介護給付に要する経費

一般会計

対　　　象
（誰のために）

障害福祉サービスを必要とする者

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

サービス支給決定事業

4 平成

×

○

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 18

施　 策 障害福祉の充実（社会福祉課）
1

25 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

障害者やその家族からの申請に基づき、審査を行っている。

本市は人口規模に比較し、障害者の占めるウエートが大きいに
も関わらず、社会的環境が不十分な状況にあり、サービス提供
事業所の確保が課題ある。

単位あたりコストを削減することはできない

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

9,851

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

○

10,46711,130 一般財源等 合計合計 10,336

効
率
性

受益者負担

○1,130一般財源等

人件費受益者負担

日常生活に必要な支援について聞取り調査､及び医師意見書を参考に、支援の必要度を審査する

医師及び障害福祉ｻｰﾋﾞｽ事業所など専門的知識者により、障害の程度を審査決定し、サービスの利用量等について決定す
る。
障害程度区分認定審査会運営

財源（千円）

1,578 616 直接事業費

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

25年度

 直接事業費 3,548

人件費

23年度 24年度

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

国県補助金等

財源（千円）

国県補助金等

○

財源（千円）

人件費

○

合計

○

○

直接事業費

○

○

○

―

○

○

○

1,130

1,130

コスト（千円）

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた受益者負担

一般財源等 成果指標について当初設定した計画値が達成できた

7,582

794

8,889

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

33.00

－

1.05

9,851

74.00

人

千円

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

○

10,467

100.00

70.00 90.00

887,800

68,292.3176,363.64

13.00

12.00

－

－

13.00

118.18%

12.00

11,130

時間外勤務手当 千円

23年度

合計

210.00

24年度

0.89

217.00

単位

対　前　年　比

人

指　標　名　等

10,336

必要人員

－

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 346,500 104,000

120.00

11.00

2,975.00

有
効
性

○

○

―

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

○

―

94.49% －

2,728.35

65.00

計画値

－

840,000 840,000

127.00

357,000

－

審査会開催回数
全体研修会　　1回
審査会　　　 12回

－

単位当たりコスト①

年度

回

対　前　年　比

1,130

25年度

人

千円

計画値

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

活
動
・
結
果
指

単位

件

障害程度区分認定審査会

障害認定調査委託件数

実績値

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

合計

×

―

―

―

備 考
（指標の計算方法、算式等）

―

1,130

委託件数　120件

目標年度に目標を達成できそうである

市民への情報提供を行っている市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

岡　島　　　勤

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

　障害者自立支援法に基づく障害福祉サービスを利用するにあた
り、必要な事務手続きであり、改善の余地はない。

解決できていない課題

　平成２５年度から、障害者自立支援法は、障害者の日常生活及び社会
生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）に改める。
　今後、障害程度区分の認定を含めた支給決定の在り方が検討されるた
め、国の動向を注視する必要がある。

改善項目

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

24年度

70.00

78.00

333,986

4,281.87

66.10%

90.00

－

276,000

160.00 84.00

130.00 100.00

－

23年度

4,976.25

118.00

実績値

単位当たりコスト③

実績値
医師意見書作成数

対　前　年　比

件

計画値

コ ス ト

計画値

－

65.00

計画値

実績値 －

－

587,198

単位

実績値

25年度

計画値

実績値
障害認定調査件数

指
標

単位

　
　
成
果
指
標

単位

件

単位

計画値

指　標　名

－

単位

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 －

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

314 福祉保健部 社会福祉課（サービス支給決定事業）



年 月 ～ 年 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 24

施　 策 障害福祉の充実（社会福祉課）
1

25 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

×

○

○

―

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

地域生活支援事業

4 平成

障害者福祉費

障害者福祉に要する経費

対　　　象
（誰のために）

在宅で生活している障害者や、障害者を介護している家族の方

一般会計

317

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

福祉保健部　社会福祉課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
(42)5615

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

障害者福祉事業費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
山本　智規

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

・アンケートによるニーズ調査や障害者プラン策定時に市民の
ニーズを反映しているが、予算の都合上、施策として反映でき
る部分はほとんどない。
　平成24年度に、放課後等デイサービスの提供事業所が新た
に1か所開設され、市内では合計2か所放課後等児童デイサー
ビス提供事業所がある。障害児に関する市民ニーズには,有る程
度答えられている。
　障害者住宅整備資金障害者就職支度金・障害者住宅整備資金
補助金については、利用者がほとんどいないが、制度の存続に
ついて検討できていない。
　重度障害者外出支援（タクシー券交付）事業は、他課にも同
様の制度が有り、制度の統合を検討する余地がある。

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

5,963

0

6,350

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

×

―

23,197

○

合計

―

×

×

○

○

○

○

23,197

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 19,375

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

①障害のある児童、生徒の放課後の居所をつくり、健全な育成を図るとともに、その家族の就労を支援する。
②在宅で生活している障害者及びその家族の経済的負担の軽減をはかる。
③施設入所している障害者の地域移行、就労を支援する。

①障害児療育支援事業
②障害者授産施設等通所者交通費助成事業、重度心身障害者通院費補助金、障害者住宅整備資金補助金、在宅障害者介護手当事業
③施設入所者就職支度金支給事業
④重度障害者外出支援（タクシー券交付）事業、重度障害者移動支援事業

財源（千円）

直接事業費 国県補助金等22,177

4,360

23,197一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

×一般財源等合計合計 20,97825,338 一般財源等 28,527

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

28,527

　障害児療育支援事業は、地域生活支援事業（日中一時支援事業）だ
けでなく、児童デイサービス（現　放課後等デイサービス）の事業所
も併設となった。登録者数は、年々増加している。障害児の放課後支
援については、ニーズが高く、今後も利用者数が増加する事が想定さ
れる。今年度は、八千代町に新しく放課後等デイサービスの事業所が

　障害児療育支援事業は、地域生活支援事業（日中一時支援事業）だけでな
く、児童デイサービス（現　放課後等デイサービス）の事業所も併設した。実
績として平成2４年度の地域生活支援事業（日中一時支援事業）の1日当たりの
利用人数は減っているが、放課後等デイサービスの利用者と併せると全体の数
としては増加しており、ニーズも高い。今後は、放課後等デイ・地域生活支援
事業（日中一時支援事業）の利用者数は、来年度以降も増加する見込みであ
る。
障害者住宅整備資金障害者就職支度金・障害者住宅整備資金補助金、について
は、利用者がほとんどいないため、制度の廃止も含めて検討する。重度障害者
移動支援事業については、平成24年末で廃止した。
　重度心身障害者通院費補助金事業では、人工透析での通院をされている方の
通院費負担を勘案し、他自治体を参考にし、補助金額を増額して対応してい
る。

様の制度が有り、制度の統合を検討する余地がある。
 重度心身障害者通院費補助金事業では、市民のニーズと他自治
体を参考にし、対象者のうち、人工透析で通院をされている方
の補助金額を増額して対応している。

×

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ×

○

○

合計

×

―

23,197

平成２4年度
・交付枚数_30,760枚
・使用枚数_18,552枚
・交付者数_415人
・申請勧奨者数（平成23年度当
初）_793人

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

枚

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

23,197

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

平成２３年度
支給決定者数　97人
支給額　　　　2,644,322円
平成24年度
支給決定者数　56人
支給額　　　　1,261,325円

年度

人

千円

97.00

0.70

単位当たりコスト①

106.16% －

499.59

計画値

－

有
効
性

×

○

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

2,644,322

合計

150.00

24年度

28,976.00

15,380,000

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 14,476,000

30,760.00

障害者授産施設等通所者
延べ利用者数

お太助タクシーチケット交
付枚数

－

実績値

計画値

57.73%

－

500.00

171.00

合計

人

指　標　名　等

20,978

必要人員

25,338

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

1,261,325

22,523.6627,261.05

56.00

35,000.00

１度でも支給を行った人数

28,527

42,336.00

－

0.75

28,527
れる。今年度は、八千代町に新しく放課後等デイサービスの事業所が
指定された。また、放課後児童クラブへの加配なども含めて、対応を
検討しなければならない。
　重度障害者外出支援（タクシー券交付）事業は、交付枚数が目標に
達しなかったが、協力事業所におけるアンケート調査によって、満足
されている様子がうかがえる。チケット集計の際の目的でも、通院以
外での利用が約半分を占め、チケットの使用目的を限らないことで、
障害者の社会参画が促進されていることが明らかになった。また、今
年度、協力事業所から要望のあった、チケット様式の変更について
も、平成25年度から対応していく。

・自立支援協議会での協議など障害者や関係者の意見を聴く場
は整備されているが、一般市民の参画を推進する必要がある。
・定期的、計画的に広報及び情報提供を行っているが、障害の
特性（視覚障害者のためにＳＰコードを付ける等）に応じた広
報にもっと配慮が必要と考える。
　制度の周知は、年間を通じて広報あきたかたへの制度掲載及
び、手帳交付者に対して個別に制度案内文書を配布している。

×

36,000.00

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

12.00 －

在宅障害者介護手当支給件
数

単位 計画値

件 実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

%

単位

人

障害児療育支援施設
１日の利用者数（平均）

計画値

実績値

お太助タクシーチケット利
用率

指
標

障害者住宅整備資金利子補
給件数

単位

単位

5,513,840

5.00

13.00

－

－

5.00

70.00

年間利用回数/開所日数
日中一時支援事業（放課後対策）
1.40人

計画値

実績値

5.005.00

3.32 6.44

－件 実績値

単位当たりコスト③

実績値

重度心身障害者通院費支給
人数

対　前　年　比

人

計画値

コ ス ト

計画値

－

53.11 60.31

95.00 70.00

－

0.00

26,382.01

209.00

23年度 24年度

170.00

5,536,610

0.00

32,568.29

81.34%

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

利子補給補助件数

在宅障害者手当受給者数

１度でも支給を行った人数
人工透析で支給　69名
補助金額（公共交通機関料金
1/2）
その他理由で支給　101名
補助金額（公共交通機関料金
1/3）

目標値
（目標年度）

年度

使用枚数/交付枚数70.00

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

H26 年度

年度

H26

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

　タクシーチケットは、事業所からの要望に応え、様式の一部変更
及び台紙の改良を行い、平成25年度の交付から対応する。
　また、今年度は申請勧奨を2度行い、受給率を上げる取り組みを
した。
　通院費補助では、他市町の状況を勘案し、人工透析患者について
は補助額を増額して対応している。

解決できていない課題

 視覚障害者への周知配慮（SPコード）などの対応が不足している部分が
ある。
 就職支度金や住宅整備利子補給などは利用者がほとんどいないため、制
度の存続も含めて検討していく必要がある。

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

岡島　勤

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

人

指標化できない成果

－ 1.40人実績値 3.32 6.44 H26 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

317 福祉保健部 社会福祉課（地域生活支援事業）



～ ○

○

備考欄（留意事項）

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

各障害者団体の補助金事業内容を検査し、その結果を踏まえ、
より公平な運営が行えるよう、平成25年度より安芸高田市障
害者団体補助金交付要綱を整備している。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
穴田　亮太

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
(42)5615

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

障害者福祉事業費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

福祉保健部　社会福祉課担当部課

作成者氏名

318

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

障害者福祉費

障害者福祉に要する経費

対　　　象
（誰のために）

安芸高田市に在住の障害児・者と認定される者（身体や精神等に一定以上の障害がある者）
及びその方を支援する安芸高田市の障害者団体

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

障害者団体等事業

○

○

×

○

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

施　 策 障害福祉の充実（社会福祉課）
1

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

各障害者団体への補助金について、より公平な補助を行えるよ
う、補助金額の決定方法を検討している。
今年度においては、団体の補助金の使用状況調査を行い、適切
な使用を推進した。また、この調査により、補助金の支出が必
要ない団体が発見でき事業費の削減に繋がった。

5,145

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

5,385一般財源等合計 8,00112,788 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

×

240

1,719一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

0

障害者が団体での活動を通して、自立や社会参加をより一層促進する。

精神障害者支援自主グループの育成事業、広島県精神福祉協会負担金、身体障害者福祉協会補助事業、心身障害児（者）父
母の会補助事業、県難聴者協会三次支部補助事業、ホップステップジャンプ補助事業、太陽の会補助事業、安芸高田精神障
害者家族会補助事業、障害者団体との連絡調整に関する事業、安芸高田手をつなぐ会補助事業、たんぽぽ友の会補助事業、
障害者扶養共済制度事業、土地建物賃貸事業、障害者福祉施設支援事業

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等1,999 0

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 6,825

人件費 240

○

1,959

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

―

○

―

○

×

○

合計

―

―

―

1,959 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた240

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

5,963

4,547

3,386

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

―－

0.40

5,1455,385

500.00

身体障害者手帳所持者数

500.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

300,000

562.85374.53

533.00

171.00

合計

人

指　標　名　等

8,001

必要人員

12,788

66.54%

－
大会等参加者数

700.00

障害者団体加入者数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 1,791,000

443.00

300,000

合計

80.00

24年度

322.00

－

700.00

有
効
性

×

―

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

×

137.58% －

5,562.11

計画値

－

人

千円

801.00

0.70

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

平成23年度は知的障害者福祉大
会、平成24年度は身体障害者福
祉大会を安芸高田市にて開催。

年度実績値

1,719

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

人

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

1,959

身体障害者福祉協会　　　 360名
心身障害児者父母の会　　   13名
ホップステップジャンプ      14名
手をつなぐ会　　　　　　   33名
たんぽぽ友の会　　　　　   31名
太陽の会　　　　　　　　     8名
あきみのり会　　　　　　   14名

目標年度に目標を達成できそうである

―

―

―

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

岡島　勤

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

補助金事業内容を検査をした結果をふまえ、平成25年度より安芸高
田市障害者団体補助金交付要綱を整備した。
また、団体の補助金の使用状況調査を行い、適切な使用を推進し
た。来年度以降も、継続して適切な補助金使用を進めることが必要
であり、使用実績の調査をマニュアル化する等の検討が必要であ
る。

解決できていない課題

安芸高田市障害者団体補助金交付要綱にて補助金の事業運営を検査し、
より公平な補助金金額を決定していく。

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

加入者数／手帳所持者数

－

年度－

99.20%

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

療育手帳手帳所持者数
（他の障害との重複あり）

精神障害者保健福祉手帳所持者数
（他の障害との重複あり）

身体障害者手帳所持者数
（他の障害との重複あり）

目標値
（目標年度）

377.00

2,009.00

23年度 24年度

1,993.00

386.00

－

12.40 16.80

50.00 50.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

人 実績値

単位当たりコスト③

実績値
身体障害者手帳所持者数

対　前　年　比

人

－

計画値

実績値

221.00

－

－

指
標

療育手帳所持者数
単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

計画値

実績値
障害者団体加入率

指　標　名

251.00 －

精神障害者保健福祉手帳所
持者数

単位 計画値

人 実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 －

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

318 福祉保健部 社会福祉課（障害者団体等事業）



年 月 ～ 年 ○

○

備考欄（留意事項）

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

　事業を推進することで、障害のある市民への福祉サービスの
向上を図っている。。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
中田　敏子

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
(42)5615

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

障害者福祉事業

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

福祉保健部　社会福祉課担当部課

作成者氏名

564

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

障害者福祉費

障害者福祉に要する経費

対　　　象
（誰のために）

安芸高田市に在住の障害者（児）と認定される者（身体や精神等に一定以上の障害がある者）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

障害者手帳交付事務

4 平成

○

○

○

○

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 24

施　 策 障害福祉の充実（社会福祉課）
1

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

―

　身体障害者手帳の審査に関しては、診断書の内容等、医学的
専門的判断を必要とする場合、県の審査会へ諮問している。
療育手帳・精神保健福祉手帳は、県の専門機関で審査してい
る。

　申請から、手帳交付までの期間の短縮を図ると共に、県の審
査が必要な案件については、1週間以内に進達をして、早期交
付を努めている。
精神保健福祉手帳については、県の審査会が月2回開催された
るため、締切日までに進達をし、手帳が送付されたら、2日以
内に対象者に通知をしている。

6,350

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

6,350一般財源等合計 5,9635,963 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

○

6,350

6,350一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

手帳を取得することで、一貫した指導・相談が受けやすくなり、様々な障害者福祉サービス等の利用を受けることが可能と
なる。

手帳交付事業

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費

人件費

―

6,350

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

―

―

○

○

○

合計

○

○

○

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

5,963 6,350

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（新規）（障害者団体等事

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

る。

－

0.75

6,3506,350

150.00 県への進達者数　151件

200.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

635

6.76

94.00

171.00

合計

人

指　標　名　等

5,963

必要人員

5,963

208.89%

－

11.76

療育手帳受付件数

身体障害者手帳交付件数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

243.00

合計

150.00

24年度

177.00

2,857

－

60.00

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

―

243.00% －

計画値

－

人

千円

45.00

0.70

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

県からの認定通知者数
（新規・再認定含む）　　65件
市から進達者数　　　　　29件

年度実績値

6,350

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

件

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

6,350

新規交付者数　157件
再交付者数（障害程度変更）46
件　再交付者数（亡失・き損）
40件

目標年度に目標を達成できそうである

○

○

―

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

岡島　勤

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

障害者手帳取得時に、制度の一覧表を手渡し、受けれるサービスの
周知を図っている。

解決できていない課題

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－

98.69%

150.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

県への進達者数　151件
（記載事項変更・再交付含む）

目標値
（目標年度）

153.00

23年度 24年度

151.00

2,857

18.92

－

13.01

13.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

単位当たりコスト③

実績値
精神保健福祉手帳受付件数

対　前　年　比

件

－

計画値

実績値 －

－

指
標

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

円

単位

計画値

実績値
手帳交付1件当りのコスト

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）
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指標化できない成果
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564 福祉保健部 社会福祉課（障害者手帳交付事務）


